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１ 災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会について 

（１） 開催趣旨

阪神・淡路大震災後、災害ボランティアの重要性が認識され、災害対策基本法におい

ても、国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動の環境の整備に努めなけれ

ばならない旨、明記されている。

本研修は、地方公共団体の災害ボランティア担当が一堂に会し、近年多発する、自然

災害についての各団体の取り組み状況等に必要な情報を相互に提供しあうことで、地方

公共団体における災害ボランティア活動環境の整備を促進することを目的とする。

（２） 議事概要

平成 30 年２月７日（水）、各都道府県・政令指定都市等の災害ボランティア等担当者

等約 100 名が一堂に会し、「平成 29 年度災害ボランティア等の活動環境整備に関する研

修会」を東京都内で開催した。

研修会では、最初に５氏より御講演いただき、続いて質疑応答を行った。

講演は、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局長の明城徹

也氏による「NPO・ボランティアによる被災者支援と連携・協働の取り組み」、続いて、

福岡県人づくり・県民生活部社会活動推進課企画監の後潟和也氏による「平成 29 年７

月九州北部豪雨災害のボランティアに係る福岡県の取組」、続いて、福岡県朝倉市総務

部ふるさと課長の森田和枝氏による「「平成 29 年７月九州北部豪雨災害」 ～災害ボラ

ンティアとの連携について～」、続いて、熊本県健康福祉部健康福祉政策課審議員兼地

域支え合い支援室長の江藤雅之氏による「熊本地震の検証を踏まえたボランティア団体

との連携体制の構築について」、最後に、内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普

及啓発・連携担当）の後藤隆昭氏による「ボランティア活動の促進に関する国の取組」

であった。

本開催録は、研修会の議事録、配布資料をとりまとめ、収録したものである。
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２ 災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

（１）主催者挨拶

消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長 

天利 和紀 

消防庁地域防災室の天利でございます。

本日は、皆様お忙しい中、また、北陸では大変大雪になっている状況でございますが、

当研修会に全国からお集まりいただき誠にありがとうございます。

また、本日、講師を務めていただく皆様方におかれましても、大変お忙しい中、当研

修会の講演を心よくお引き受けくださり、ご講演いただけるということで、誠にありが

とうございます。

改めて申し上げるまでもございませんが、近年、災害が非常に多発しており、また、

大規模化・多様化ということで、日本全国、どこで、どのような災害が起こってもおか

しくないという状況になっております。そうした中で、特に大規模災害におきましては、

公助だけでは賄いきれないということで、災害ボランティアの方々が大変ご活躍をされ

て、災害対策、被災者支援、こうした部門において重要な役割を果たしているという状

況にございます。こうした中でその受け入れ体制でありますとか、どのように連携して

いくのかといったことについて、災害ごとに課題も見えてきている状況にあります。

昨年から今年にかけて大きな災害でいいますと、やはり、昨年度の熊本地震、それか

ら今年度は九州北部豪雨がございました。こうした中で、本日、講師の皆様におかれま

しては、この２つの災害の事例報告ということで、まずは、災害ボランティアと行政と

の間で連携調整をしていただきました、ＪＶＯＡＤの明城事務局長、それから福岡県、

朝倉市のお二人には、九州北部豪雨の対応について、それから熊本県におかれましては、

昨年度起きた熊本地震の一定の検証を踏まえたお話をいただけるということでござい

ますし、また最後に、内閣府からも、国の取り組みを紹介していただくというプログラ

ムになってございます。

これから日本全国であらゆる災害が想定されます。特に南海トラフ地震や首都直下地

震など大規模災害が想定される中、やはり、災害ボランティアとの協働ということを考

えますと、平素からの協力体制、こうしたこともしっかりやっていかなければならない

ということでございます。本日はせっかくの機会でございますので、当研修会が皆様に

とってより実りのあるものになりますことを申し上げまして、私からのご挨拶とさせて

いただきます。

本日はどうぞよろしくお願いいたします。
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（２）講演

①NPO・ボランティアによる被災者支援と連携・協働の取り組み

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局長 

明城 徹也 氏 

ご紹介にあずかりました、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク、通称ＪＶＯ

ＡＤと呼んでおりますが、そこの事務局長をしております、明城です。

今日は、今から 30 分ぐらいお話させていただきますが、主な内容としましては、行

政から見た被災者支援におけるＮＰＯとかボランティア、またそれら同士の情報共有会

議の位置づけのお話。それから災害時において、ＮＰＯ、ボランティア、行政との連携

というのがどういうふうに深化していったのかというような話。最後に平時からの取り

組みということをご説明したいと思います。

あともう一つ、肝心なことを言い忘れていましたが、ＪＶＯＡＤというところはどう

いうところかというところもあわせて、今日知っていただけたらなと思います。

まず初めに、こちらのスライドが平成 29 年度版の防災白書の抜粋になります。今、

このＮＰＯというところが非常に注目されていると思っておりまして、例えば防災白書、

毎年、内閣府のほうから出されているものですが、これまでは東日本大震災以降であっ

ても、このボランティアという言葉はそれなりに数が出てきていて、災害対応の中で必

要なアクターとして認知されるようになりましたが、実はＮＰＯという言葉はほとんど

こういったものが出てこなかったというような状況がありました。それが、この平成 29
年度版になった途端に、いきなり 80 回も出てくるというようなことで、急激にこのＮ

ＰＯという言葉、それからＮＰＯとどうやって連携していったらいいのかというような

ことが、今、注目を集めているような状況かと思います。

この「はじめに」という防災白書の冒頭のところにも、「ＮＰＯと行政の連携」とい

うことが出されており、さらには「避難生活及び自助・共助等の取組」というところに

おいても、「各都道府県域においてＮＰＯ等と行政との連携の深化が望まれる」という

ようなことが書かれていたということで、今後もますます、こういった連携の取り組み

というところが重要になってきているところかと思います。

こういった連携の取り組みですが、東日本大震災以降、いろいろ、法律だとか防災基

本計画であるとか、そういったものの中に少しずつ位置づけが変わってきているという

ような状況があります。東日本大震災を受けて、たくさんのボランティアが現地にかけ

つけた。同時に、いろいろな支援団体、組織としてのボランティア、ＮＰＯも含めて現

地に行ったということもあり、災害対策基本法というのが変わりました。この辺は後で

また内閣府のほうからも説明があるかもしれませんが、ボランティアとの連携に、行政

はボランティアと連携に努めることというのが書かれました。さらに 2015 年、関東東

北豪雨の水害で、このときにもＮＰＯがたくさん現地に入りました。そういったところ

を受けて、国の防災基本計画の中に、ＮＰＯ、ＮＧＯという言葉が出てきます。ＮＰＯ、
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ＮＧＯとの情報を共有する場を設置するというようなことで、より災害対策基本法では

ボランティアとの連携に努めるだけだったのが、より具体的に、ＮＰＯ、ＮＧＯと情報

共有をするというようなことが書かれました。さらには、被災者のニーズや支援活動の

全体像を把握するというようなことで、少し具体的な文言に変わっていったというのが

あります。

そして、熊本地震を受けて、広く防災に資するボランティア活動の検討会というもの

ができて、そこで提言が出されました。さらには地方公共団体のための受援体制に関す

るガイドラインというものができて、その受援体制のガイドラインの中にもボランティ

アの受け入れ、社会福祉協議会等を通した個人のボランティアの連携ということに加え

て、ＮＰＯなどのボランティア団体との連携というようなことの受け入れ体制もガイド

ラインに記載されるというようなことがわかっています。さらに、昨年の九州北部豪雨

を受けて、今もいろいろな連携の取り組み、テキスト化するというような話。これも後

で後藤さんのほうから話があると思いますが、こういった災害が起きるたびに、ＮＰＯ、

ボランティアとの連携というのがどんどん深化している。まだまだ発展途上の段階では

あると思いますが、今まさに災害のたびに動いている、そういった分野かと思います。 
ここで少し、東日本大震災のときの話をしたいと思います。

東日本大震災のときに、ボランティア、ＮＰＯというのがどういうような状況であっ

たかということですが、よく皆さん、ボランティアという言葉を聞いてイメージされる

のが、個人のボランティアさんがスコップとかを持って、泥かきした、いろんな片づけ

をした、そういうのを想像される方というのは多いかと思いますが、阪神・淡路大震災

以降、そういった個人のボランティアの受け入れに関する仕組みというのは、社会福祉

協議会を中心に災害ボランティアセンターというのが各市町村で立ち上げられて、そこ

で個人のボランティアの受け入れ調整をするということが、ほぼ根づいてきているよう

な状況かと思います。東日本大震災のときには、全国社会福祉協議会の発表では 150 万

人以上のボランティアが現地にかけつけましたといわれています。

一方で、この右側のほうのＮＰＯとか書いてあるところです。組織として支援をする

ところというのが、東日本のときにはたくさん現地に入りました。ボランティアセンタ

ーというのはほぼ個人のボランティアを対象にしていたということもあって、組織で支

援に来るということは余り想定していませんでした。

組織として支援するＮＰＯなどが行政に行っても、ＮＰＯさんですか、じゃあ、ボラ

ンティアさんですね。ボランティアさんだったら、ボランティアセンターへ行ってくだ

さいということで、行政からはボランティアと言われ、ボランティアセンターに行くと、

個人じゃないので受け付けられませんというようなことが、実は東日本のときにはよく

起きていました。

そういった状況で受け入れする窓口がなかったということで、どういうことが起きた

かというと、東日本大震災では、今現在、７年近くたちますが、こういった組織的な支

援がどれぐらいの数が現地に入ったのかというのが不明なままです。誰も全体がわから

ないまま来てしまったというのがあります。
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さらに、今回、ＮＰＯというのも、もともとお互い知っているグループというわけで

はなくて、例えば、ここに書いてある「ＮＧＯ」という言葉がありますが、ＮＧＯとい

うのは、普段は海外で途上国の支援をしたり、難民の支援をやっていたり、そういうよ

うな支援をしているグループをＮＧＯと呼んだりしますが、そういう国際支援をやって

いる団体と、もともと阪神・淡路以降、防災・減災に取り組んでいる国内を専門にやっ

ている団体と全然接点がなくて、結局、受け入れの窓口もない。調整するところもない

ということで、そういう意味では団体同士もばらばらとした活動をして、場合によって

は現場で衝突したり、はたまた、こういった団体がどこで、誰が、何をやっているのか

ということがわからない状況だったので、支援が入っていない地域がどこなのかなど、

そういうことがわからないまま過ぎていったというような状況がありました。さらには

こういった支援をする団体とボランティアセンター、個人のボランティアの調整をする

ボランティアセンターとの連携というのも大きな課題を残したところです。

ただ、先ほど災害対策基本法でも、こういったものを一くくりにしてボランティアと

呼ばれていることもあって、ボランティアというのはどうしてもばらばらとやっている

ように見えてしまうということで、行政からも、ボランティアはもう少し連携してでき

ないのか、行政が連携するに当たってばらばらと、いろんなところから、何か行政にお

願いされると困るというようなことも当時はありました。さらには、企業からいろんな

支援をしてください、寄附をください、物を出してくださいなど、そういう依頼もたく

さん企業のほうにいっていましたが、やはり同じように、もう少しまとまって言ってき

てくれないかというようなことをよく言われました。

例えばＮＰＯのなかでも、このＮＧＯというところが、具体的にどういうことをした

かという図がこちらですが、例えば、発災から５カ月間の間に、食糧とか物資支援とい

うところでは、このジャパン・プラットフォームというのは、ＮＧＯに助成金を出した

金額が５カ月間の間に 27 億円というような規模の支援をするような、こういった団体

も日本にはあるのですが、こういった力を持っているところがうまく調整をされなかっ

た。あれだけの災害なので、ニーズは至るところにありましたが、ニーズがあっていろ

いろ活動をするけれど、こういった活動で見えてきたいろんな問題点を関係者と共有す

るなど、そういうことが非常に難しかったというのが東日本大震災でした。

ここで、普段海外の難民支援などをやっているＮＧＯがどういうような原則で動いて

いるのかというのを少しご紹介したいと思います。

この文章は、海外で緊急支援をやっているＮＧＯというのは、大体、みなこれを守る

という原則で動いていますが、赤十字と一緒につくった行動規範という文章ですが、例

えば２ポツ目について、援助というものは、優先度は必要性に基づいて行うということ

がされています。これはどういうことかというと、行政の場合はよく平等とか公平とい

うのがキーワードになると思いますが、ＮＧＯの場合は必要性ということで、そこに必

要性があれば支援しますというのが大原則になっているところが、一つ大きな行政と違

う部分かなと思います。

さらに、６ポツ目のところ。地元の対応能力に基づいて支援をするように努めるとか、
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さらには、適切な調整のもとに支援をするなど、調整して支援をするということに優先

度を置いているということがあります。これはよくＮＧＯは外部支援なので、外から支

援が入ってくるということを想定していて、よく地元の方が知らないで、がやがや入っ

てくる人たちというイメージを東日本で持たれた方もいらっしゃいましたが、実はこう

いう原則に基づいています。ただ、うまく調整するところがなかったので、結果として

勝手にやっているように見えてしまったというようなこともあったと思います。

さらには、この救援というのは、その場の基本的なニーズを満たすだけではなく、将

来の災害に対する脆弱性をも軽減させるということで、将来的なその場の、例えば、も

のがないとか、食べ物がないとか、そういったものを解消するだけではなく、将来的な

ところも見据えてやらなければいけないというような原則があります。

こういった原則があるのもかかわらず、このとおりにやろうと思ったら調整窓口がな

い。現地で中長期的な活動をしようと思っても、なかなか地元とうまくつながることが

できない。

そういうようなことがあって、僕ももともとＮＧＯの職員でしたが、海外で支援をす

るよりも日本で支援をするほうが実は難しかったというような状況がありました。

いろいろ難しい状況がありましたが、少しだけ東日本でできたことがありました。こ

れが当時、国の現地対策本部の中の会議の様子ですが、宮城県庁の中にできた対策本部

では、なぜか、ＮＰＯ、ＮＧＯの関係者が一人、会議の中に入って、行政の方々との情

報共有を行うというようなことがありました。

こういうことができた結果、こちらは石巻市ですが、石巻市において、自衛隊と市と

ＮＧＯが情報共有を行う場を設けました。これは実は炊き出しの場所を決めていく会議

です。当時、自衛隊が炊き出しで、避難所に炊き出しの支援をかなり行っていましたが、

全ての避難所を賄うことができませんでした。一方で、ＮＧＯは炊き出しの支援も含め

ていろいろな支援をやっていましたが、毎朝、自衛隊がいない避難所を探して、足で回

って、探して、ここは自衛隊がいない、ここでやろう、そういうことをやっていました

が、こういうような情報共有をすることによって、お互い、どこの避難所をやろう、今

週はどういう役割分担をしようかというような場所決めをすることによって、効果的な

支援につなげないかというような事例がありました。

この写真ですが、なぜこんな会議に出られたかというと、実はこの赤で囲っている人

は、内閣府の職員とＮＰＯです。たまたまの関係でこれができたということですが、同

じように、岩手や福島でできたかというと、岩手や福島では全くできませんでした。た

またまの関係でできた成果が、ここに書かれているところです。

炊き出しだけではなく、仮設住宅の物資であるとか、暖房器具であるとか、そういっ

たことも一部連携してできることがありました。ただ、連携して取り決めたのはこれだ

けでした。初期の避難所の支援というのはほとんど連携してできませんでした。非常に

大きな反省でした。

こういった反省や少しの連携事例というのをもとに、次起きたときにはもう少しうま

く連携した取り組みができないと対応ができないというようなことで、立ち上がったの
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がＪＶＯＡＤという組織になります。この組織は東日本のときに同じような課題意識を

持ったことで、さらには災害が起きると支援活動を行う全国規模の中間支援、もしくは

ネットワーク組織、そういったところが主な構成団体となっています。上から２つ、国

際協力ＮＧＯセンターというところと、ジャパン・プラットフォーム、この２つはさっ

きから言っているＮＧＯの人たちです。あと「震災がつなぐ全国ネットワーク」、ここ

は阪神・淡路以降、国内の防災・減災に取り組んでいるＮＰＯなどのネットワーク組織

です。皆さん、青年会議所や、生協、全社協などはご存じかと思いますが、あとは日本

ＮＰＯセンターというＮＰＯのナショナルセンターというところも入って、一緒にこの

ようなところと連携をして体制をつくっているところです。あと、会員団体の方に、赤

十字であるとか、中央共同募金会とか、こういった全国組織も含め、今動いているとこ

ろです。

こういった組織を作って、具体的に何をするのかということですが、まず、被災地に

おいては支援の「モレ・ムラ」を防いで、地域ニーズにあった支援活動を促進するため、

被災した地域の関係者と協力し、その上で調整機能の役割を果たすということを書いて

います。現場で、具体的には被災者、住民、地域のニーズ、どういうことに困っている

のかということをしっかりと把握するということと、そのニーズに対してどういう支援

が行われているのか、その全体像をしっかりと把握する。それがわかることによって、

自ずと、どこの地域に支援が足りていないのか、どういう分野の支援が必要なのか、そ

ういったところはうまくあぶり出せるような、そういうような状況の把握をするという

のが一つあります。肝心なのは、そういった情報を集めて、支援団体へ情報共有するこ

とです。誰が、どこで、どういう支援が今必要なのかということを、情報共有すること

で支援団体間のコーディネーションにつなげていこうと思っています。よくこういった

ＪＶＯＡＤを立ち上げるときに言われたのが、ＪＶＯＡＤはいろんな団体に指示命令を

して、あなたの団体はこっちに行ってくださいとか、その支援じゃなくてこっちの支援

をやってくださいとか、そういう指示命令をするのですかと言われますが、そうではな

くて、情報共有の場をつくることによって、自分たちで今何をしなきゃいけないのかと

いうことをしっかりと判断できる、そういう場をつくっていこうというのが我々の目的

になります。

よく、ボランティアとＮＰＯといったときに、もう一つキーワードになるのが自主性

とか自発性とか、その辺の言葉も大事になってきますので、自主性とか自発性、それぞ

れの団体の自主性、自発性を失わないようなコーディネーションというのを目的にして

います。

ただ、こういったコーディネーションを、被災した地域で行うに当たって、いきなり

ＪＶＯＡＤで調整してみても、やはりなかなか受け入れてもらえないというのもありま

すので、平時から関係性の構築、特に一番大事だと思っているのは地域との関係の構築

をふだんからやっていくということを平時からの取り組みとしてはやっています。

ただ、もう一つ、ここで説明しておきたいのは、ＪＶＯＡＤができたから、全部の災

害にＪＶＯＡＤがかけつけるというと、決してそうではないという話をしたいと思いま
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す。

災害が起きて、ニーズ、困りごとが主に家屋の土砂出しや、清掃、こういった規模の

災害、家を片づければもとの生活に戻れますというようなレベルの災害であれば、ボラ

ンティアセンターというのはほぼほぼ今立ち上がります。ボランティアセンターが立ち

上がって、そういったところにＮＰＯもサポートに入る場合もありますが、そういった

場合は、ボランティアセンターを中心とした調整でこのニーズに対応していくというよ

うなことが想定されているので、ＪＶＯＡＤみたいなところは余り出張ってこないです。

災害の規模によっては、こちらの家、家屋の片づけとか清掃以外のニーズが発生する場

合、例えば避難所ができて、避難所が２カ月、３カ月続いて、その後、仮設住宅ができ

てというような場合は、いろんな困りごと、ニーズが発生します。それに応じていろん

なＮＰＯが現地に入ってきます。こういったＮＰＯはボランティアセンターを通さない

活動も行われます。その場合に、誰か調整役が必要ということで、そういう場合には我々

が地元の関係団体と協力をして、この調整役に入るというようなことを想定しています。 
今日は、熊本と福岡からも、この後、ご登壇されますので、現地の話というのはちょ

っと軽目にしていきたいと思いますが、まず、熊本地震について、熊本地震は４月 14
日に発災をして、実は翌日に現地に入りました。実はこのＪＶＯＡＤ、設立したのは 2016
年 11 月ですが、実は３年前からずっと準備会をしていました。熊本地震が起きたとき

に、準備会を行う中で、いろいろ内閣府であるとか、こういった全社協であるとかＮＰ

Ｏセンターなど、こういうところとの関係というのが随分できていました。準備会とい

う状況でしたが、翌日には現地入りするということを決めて、現場へ入っていきました。

事前に内閣府と連絡をして、当時、内閣府の担当の方から、政府の現地対策本部ができ

るので、ＪＶＯＡＤが現地に入るのであれば、そことちゃんとおつなぎします、さらに

は県の担当ともおつなぎしますというようなことを最初に言っていただきました。さら

に、全社協とは、全社協も現地に入るので、社協関係の情報は全社協で集めるので、Ｊ

ＶＯＡＤが現地に行って、 ＮＰＯ関係の情報が集まったら、ぜひ共有しましょうとい

うようなことを言っていただきました。さらには、日本ＮＰＯセンターには、我々から

お願いをして、熊本で活動しているＮＰＯ、特に中間支援のＮＰＯを紹介してください

ということをお願いしました。これをきっかけに、地元のＮＰＯくまもとという団体が

あったのですが、そこと連携をとって調整役を初めて実行したというような形になりま

す。

具体的には、４月 19 日からいろんなことが動いていましたが、当時、いろんな団体

が現地に入りました。こういう片仮名の団体とかローマ字の団体とか結構ありますが、

こういった団体が４月 15 日、さらに翌日ぐらいからどんどん入ってきていました。延

べで 300 団体ぐらい、我々が把握している中では来ていましたが、こういったところと

情報共有をする必要があるのではないかというようなことで、このときは集まっていま

す。この様な団体がどういう活動をしたかということですが、避難所だけをとっても、

いろんな多岐にわたる活動をしており、避難所以外での、子供や障害者、高齢者、仮設

住宅への支援、さまざまなことをＮＰＯが行っておりました。
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こういった団体との情報共有会議として、「熊本地震支援団体火の国会議」というも

のを、当初毎日開催しておりました。ここは支援団体が誰でも参加できるオープンな場

ということで、支援関係者なら誰でも来ていいですよということで、情報共有をやって

いました。ここで共有していたのが、自分たちは、今日何をしたという活動の報告、そ

れから自分たちが活動していた地域には、こういう課題、こういう困りごと、ニーズが

ありますよというニーズの情報、それから自分たちはこういうのが得意です、自分たち

はこういうものを持っていますという支援の申し出の情報、この３つの情報を共有する

ことで、団体同士が連携して、支援の課題解決につながるというようなことを願ってや

っていました。でも、団体同士がつながるだけでは解決できない問題というのもたくさ

んあったので、こちらは少し固定メンバーでクローズドに行いましたが、県、社会福祉

協議会、ＮＰＯでもう一つ会議をやって、それぞれ、ＮＰＯから上がってくる課題、ボ

ランティアセンターから上がってくる課題、行政の情報、そういったものをあわせて協

議をする場というものも行っておりました。これがそのときの写真ですが、熊本県庁内

に一室を借りまして、どういったところで、我々の拠点にさせていただいたことに加え、

こういう会議の場として活動をさせていただいたというようなこともありました。話し

ている内容については、行政との会議については、避難所の話題であるとか、炊き出し

とか物資の話、それから仮設住宅の話ということで、いろんな問題を話し合い、今現在、

この２つの会議はまだ熊本では続けられています。復興期においては、頻度は少なくは

なってきていますが、こういった会議の場というのは必要だと思います。

そういった会議をしていて、具体的にＮＰＯからどういう情報が上がってきたかとい

うと、避難所の衛生環境の問題などいろいろ問題になっていました。在宅とか車中泊も

いて、こういうところはちょっと心配じゃないかというようなことが会議の中では上が

ってきています。そういった情報をより明確にしていくために、例えば、避難所のアセ

スメントというものをＮＰＯと行政と連携をしてやりました。連携をする際に、当時ま

だＮＰＯが避難所調査をするといっても、なかなか市町村に理解されない部分があった

ので、国とか県からこういう通知を出してもらって、ＮＰＯが入るからよろしくお願い

しますと。市町村にこういう通知を出してもらわないと調査に入れないというような状

況がありましたが、結果、こういうアセスメントをして、避難所の状況、ニーズをしっ

かり把握して、その後の避難所の生活環境の改善につなげたり、運営支援に複数のＮＰ

Ｏが入るというようなことも行われました。

熊本地震で見えてきた課題というのはたくさんありますが、こういったものを次の災

害に備えてどうやってつなげていくのかというのを、これから話していかないといけな

いというような状況かと思います。

九州北部豪雨については、この後また朝倉市の方からご報告があるかと思いますので、

九州北部豪雨のところは省いて、後で質疑応答とかで話ができたらなと思います。

ＮＰＯが関わる分野として、熊本地震、それから九州北部豪雨で支援の要約としては、

避難所であるとか、在宅など避難所に来られない人への支援、みなし仮設も含めた仮設

住宅への支援、それから作業と書いてありますけれども、具体的には家屋の片づけ、清
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掃から、土砂流木の撤去、そういったかなり大がかりな作業も含めて、技術的な支援と

いうものを行っていました。さらには朝倉の場合、九州北部豪雨の場合は生業支援とい

うことで、農業の支援なんかも、かなりボランティアで行われたりしていました。さら

には、スペシャル・ニーズと書いてありますけれども、高齢者・障害者などの要介護者

というのが、いろんな場所にいらっしゃって、そういったところの支援も行っていまし

た。こういう分野ごとにきちんと情報共有ができて、対策が立てられるような、そうい

うような環境を、今後、災害時につくっていかないといけないのかなと思っております。 
平時の取り組みとして、今、熊本の災害対応の事例などを踏まえて、都道府県域で、

ＮＰＯも含めて、災害ボランティアセンター、ＮＰＯ、それから行政も含めていろんな

支援関係者がネットワークをつくって、事前にしっかりと支援の体制、外からの支援、

受け入れの体制、そういったものをつくっていかないといけないのではないかというこ

とで、都道府県域でのネットワーク作りが起きています。例えば、静岡では毎年のよう

に訓練をやっていたり、さらには熊本では災害後に、くまもと災害ボランティア団体ネ

ットワーク、ＫＶＯＡＤというのが立ち上がったりしています。あと、長野県でもＮＰ

Ｏボランティアセンターを入れて、県と一緒に災害対策本部訓練をやっていたというよ

うな事例もあります。

この辺は静岡の訓練の写真や、長野県の災害対策本部の訓練。こういう場も平時から

一緒に考えていくことをやっています。

あと、我々としても、災害時の連携を考える全国フォーラムというのを毎年１回開催

しておりまして、今年は６月に開催する予定ですが、こういった場で各地でどういうよ

うな動きが行われているのか、各支援分野で、どういうような備える動きがあるのか、

そういったことを関係者一堂に集まって、情報共有ができる場というのをつくっており

ますので、またぜひ、こういった場にも足を運んでいただければなと思います。

今後、災害対応の課題として３つあると思っています。１つは、今お話ししたように、

県域のネットワークをしっかりつくっていくこと。ＮＰＯが何をして、ボランティアセ

ンターが何をして、行政が何をするか。お互いにちゃんと理解しておく必要があります。

さらには、支援の受け入れの準備もしっかりする必要があります。２つ目はいろんな支

援団体がいますが、それぞれの能力をもっと高めていく必要があると思っています。例

えば、避難所の運営支援。今、ＮＰＯに避難所の運営を期待されている部分がかなりあ

りますが、避難所での運営支援がちゃんとできるところというと、10 団体がいるか、い

ないとか、そういうレベルです。ですので、いろんな分野の支援のレベルアップ、能力

強化、もしくは、裾野を広げていく、そういったことを我々はやっていかないといけな

いと思っています。

あともう一つが、コーディネーションの仕組みづくりということで、情報共有の場を

つくるということもそうですが、いろんな関係者を、必要に応じてちゃんとつないでい

けるような、その結果、被災者の困りごとを解決していけるようなコーディネーション、

コーディネーターの育成をして、コーディネーションしていけるような仕組みというの

をしっかり確立していかないといけないなと思っております。
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こういった取り組みで、今後もぜひ、皆様と、皆様の地域でも一緒に考えていけたら

なと思っておりますので、よろしくお願いします。

どうも、ありがとうございました。
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②平成 29 年７月九州北部豪雨災害のボランティアに係る福岡県の取組

福岡県人づくり・県民生活部社会活動推進課企画監 

後潟 和也 氏 

皆さん、こんにちは。

福岡県で、社会活動推進課の後潟といいます。

今日私は福岡から来ましたが、全国的に今寒波が来ていまして、福岡もここ数日すご

く寒くて、私は福岡市に住んでいるのですが、３日連続で雪が積もっていたりして、今

日はすごく寒かったものですから、厚着をしてきたのですが、東京はすごい天気がよか

ったものですから、１時間ぐらい歩いてきたのですが、汗ばむぐらいで、全国的に寒い

ですけれど、寒波が緩和されてくれないかなと思っています。

 この資料は見にくくて、本来はパワーポイントでつくるべきだったのですが、紙で打

ち出した資料をお持ちしたのですが、見にくいかと思いますけど、申し訳ございません。 
 皆さんに配っている資料では、社会活動推進課の企画監と肩書はなっていますが、簡

単に自己紹介をさせていただきます。担当しております業務としては、公設公営で国内

のＮＰＯボランティアセンターというのを設置しておりまして、普段はそこのセンター

長ということで業務をしております。センターの主な業務としましては、ＮＰＯ法人の

設立認証業務とかです。今日は市民活動担当セクションの方もおいでになっているよう

ですが、ＮＰＯ法人の設立認証であるとか、または、ＮＰＯボランティア団体と企業と

行政との協働事業の促進などを、多様な主体の協働促進を主な業務として仕事をしてい

るところでございます。今回の災害ボランティアの取り組みにつきましても、ＮＰＯと

か企業とか行政との協働推進機関ということで取り組んだものでございます。

 まず、資料を２枚めくってもらいまして、福岡県の災害ボランティアの取り組み、今

回の北部豪雨災害の状況について簡単に説明いたします。お手元の資料をお願いします。 
 まず大雨の状況ですが、昨年７月５日の水曜日のお昼ごろから夜にかけて、９時間に

及び、朝倉市黒川では、774 ミリを観測いたしました。これまでの観測記録というのは、

平成 25 年に伊豆大島で観測された 12 時間の総雨量が 707 ミリでしたから、これをさら

に３時間少ない９時間で、大幅に超えるような記録的な雨が降ったことになります。こ

れは７月５日でしたが、午前８時から 24 時間の雨量ですと、朝倉市で 1,000 ミリ、東

峰村、日田市でそれぞれ 600 ミリを記録し、九州で初めて大雨特別警報が発令され、45
万人に避難勧告が発令されました。

朝倉市の年間降水量は 1,860 ミリですから、たったの１日で１年の半分以上の雨が降

ったという計算になります。下の図は、福岡県を拡大したものですが、今回の被災地域

は、福岡県の中ほどにありまして、南側には九州最大の筑後川が流れていますが、大分

県のちょうど県境に位置しております。これは色の違いで雨量を示したものですが、当

時、報道で盛んに出ていた線状降水帯によるものでして、ピンポイントで一定の地域を

集中的に雨が降っていたことがおわかりになるかと思います。皆さん、普段スマホの天
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気予報で雨雲レーダーをご覧になると思いますが、私も当時何気なく見ていまして、私

が働いている場所は福岡市ですが、ここはほとんど雨が降っていなくて、天気はちょっ

とどんよりした空模様でしたが、この地域はスマホをスライドさせるんですけれども、

全然、雨雲が何時間たっても消えないような状況でございました。きょうはこの後、朝

倉市の森田課長にお越しいただいていますので、詳しく被害状況とか写真とかごらんに

なられるかと思いますが、すごい状況だったと思います。私もスマホを見ながら、何だ

ろうということで恐ろしく感じたことを思い出します。

２ページ目をご覧ください。

被害状況でございます。先ほど申し上げました、こうした記録的豪雨により、山腹の

崩壊というのが多数発生いたしました。大量の土砂、流木が下流域まで広範囲に流れ込

みまして、河川をせきとめ氾濫したことが、甚大な被害につながった要因の一つと考え

られております。

（１）に、被害状況を記載しております。福岡県では５年前にも豪雨災害に遭いまし

て、今回、対比という形でお示しをさせていただきました。５年前は朝倉市の南、お茶

で有名な八女市というところがあるのですが、ここを中心に災害が発生をいたしました。

５年前の災害では、住宅被害として、床上・床下浸水が多いですが、逆に家屋の全壊・

半壊というのは大幅に少ない状況になっております。これは５年前の災害というのは河

川の氾濫が広範囲に及びまして、土砂・流木は少なかったので、こういうことで床上・

床下浸水が大きく出ましたが、比較的、水につきましては引くのが早かったということ

です。

九州北部豪雨災害では、土砂とか流木被害が大きくて、家屋の全壊や半壊が起きて、

さらにそれにより人的被害が大きくなったのだと思われます。これは正確な数字ではな

いですが、当時、県内で流木が 36 万立方メートルで、その処理が１年８カ月近くを要

するといわれていたかと思います。

次に、（２）の被害額の状況です。道路、河川、農林業の被害が特に大きく、全体の

被害額は 1,941 億円となっており、５年前の災害の４倍近い被害が出ております。 
（３）が避難及び住宅支援の状況でございます。被災者数は発災翌日の７月６日が最も

多く、最大で 2,303 名となりました。避難所につきましては、昨年 12 月 25 日に全て閉

鎖しておりますが、住宅支援につきましては仮設住宅を 107 戸建設し、221 人が入居し

ている状況になっております。

続きまして、３ページをごらんください。

これは被災地の写真です。上側の写真ですと、土砂・流木によって家屋や自動車が押

し流されていった状況がわかると思います。

左側につながる三連水車は、これは江戸時代につくられまして、国内最古の灌漑用水

車でありまして、現役で稼働していますけれども、発災直後は土台から七、八十センチ

の高さまで土砂で埋まって、ストップしてしまいました。一番下の３つの写真は、これ

は東峰村の写真ですけれども、住宅の横を濁流が流れていますし、山の崩壊の写真が写

ってありますけれども、こういった被害が発生いたしました。
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４ページをごらんください。

 ここからは災害ボランティアに係る福岡県の取り組みになります。災害ボランティア

の参加促進ということで、まず災害ボランティアセミナーを私どもが開催いたしました。

福岡県は大きく分けますと、北九州、福岡、筑豊、筑後と４つの地域に分類されるので

すが、福岡地区につきましては福岡市のセミナーを開催しておりましたので、県としま

してはそれ以外の地域で開催地の市町村や社会福祉協議会と協力して、セミナーを開催

いたしました。開催の内容は、被災地で活動するＮＰＯからの活動報告や、ボランティ

アに対する注意点、心構え、ボランティア活動保険への加入案内を社協さんから行って

いただきました。発災直後は、いろんな報道も大きく出ますと、ボランティアの皆さん

が多数かけつけていただきますので、工夫した点としましては、時間の経過とともにボ

ランティアが減っていくということで、開催時期については発災から１カ月後に開催を

いたしました。

２番目ですけど、災害ボランティアの呼びかけということで、私どものＮＰＯ・ボラ

ンティアセンターのホームページ等で被災地の災害ボランティアセンターの状況であ

るとか、あと、活動されるボランティア団体のボランティアの募集状況等を、私どもの

ホームページ上に示させていただきました。それと、ちょうど時期が学生さんが夏休み

に入る前でしたので、７月 14 日付ですけれども、県内の大学とか高校へボランティア

募集の周知文書等の発出をいたしました。

続いて、２の参加状況でございます。市町村社協が設置します災害ボランティアセン

ターでは、ボランティアの方々に被災家屋からの泥出しとか、家財道具の搬出等のほう

に従事していただきました。独自に活動していらっしゃる方は把握できませんので、こ

こでは災害ボランティアセンターを通じて活動を行った人数の記載をしております。福

岡県においては被害が大きかった朝倉市、東峰村、添田町の３つの自治体に災害ボラン

ティアセンターが設置されました。いずれの市町村も、発災から 10 日以内に災害ボラ

ンティアセンターが開設されました。１日の最大人数は、７月 16 日、最初の日曜日で

したけれども 2,266 人ということになっております。10 月末に全てのセンターが閉鎖し

ましたが、延べで５万 4,000 人のボランティアに活動をいただきました。私も８月に数

回参加しましたが、一緒に活動したグループの方には、熊本、長崎、それ以外の九州以

外の方々などもたくさん参加をされておりまして、２回目、３回目というようなことを

おっしゃっている方々もいらっしゃいました。ものすごい暑さでしたが、本当にありが

たいなと感じたところです。

 続いて、災害ボランティアの運営ということで、災害ボランティアセンターにつきま

しては、それぞれ市町村、地元の社協が運営しますが、県内はもとより、九州、中国、

四国ブロックの社協さんからも応援をいただきました。各地の社協から、延べで 3,600
名余りの職員を派遣いただきました。また、センターの立ち上げや運営をしていくとい

うのは、普段災害になれていないと、社協単独では非常に困難であると思われますが、

発災直後から中央共同募金会の災害ボランティア活動支援プロジェクトチーム、支援Ｐ
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さんであるとか、被災地支援の災害支援の団体の委員さん等から適切な助言・指導をい

ただいたと聞いております。

続いて、５ページをごらんください。

 これは九州北部豪雨支援者情報共有会議への参画ということで、ここはまた、私の後

に、朝倉市の森田課長のほうから詳しくお話があると思いますので、私はここについて

は感想といいますか、今後の課題というのを、感じたところをお話ししたいと思います。 
まず、会議の設置に関して申し上げますと、この会議についてはＪＶＯＡＤさんの内

容については明城さんからお話がありましたが、私が関わるきっかけとしては、当時、

発災直後は、災害が７月５日で、ちょうど明城さんたちとお会いしたのは７日ぐらいだ

ったと思いますが、県の消防防災指導課においでいただいておりまして、我々の防災セ

クションとお話をされておりました。発災直後で、非常に防災課として、大変な状況で

して、対応が厳しい状況になったかと思います。たまたま、私どもの社会活動推進課長

と私とその場に居合わせておりまして、初回の会合を持ちたいということで、皆さんた

ちがおっしゃっておりまして、そこで会議室の提供や、我々のセンターに会議室が庁舎

にありましたので、そこの提供など開催案内のお手伝いをしたということがきっかけで

始まりました。翌日ＪＶＯＡＤさんと朝倉市の森田課長を訪ねまして、被災地、現場で

の会議の設置を相談いたしました。朝倉市さんからは、県の職員が手伝いましょうと連

れてきたので、まあ、大丈夫だろうという感じで、最初は見ていられたような感じでし

た。

 その後の朝倉市の対応は非常に素早くて、ＪＶＯＡＤさんの活動スペースとして市庁

舎の提供であるとか、そういうのを直ちに決定していただきまして、いろんな機材、そ

ういった提供等をされたかと思います。

 発災から２日後には、被災地での会議の設置というのができました。会議の設置に関

しては、その場でたまたま私が居合わせた流れで始まってしまいましたので、結果的に

はよかったのですが、明城さんから平時からの取組という話があったように、ＪＶＯＡ

Ｄさんとの連絡体制であるとか、受け入れの際の体制をきちんとしておくことが大事で

あると感じました。

 会議の運営に関しては、７月中はほぼ毎日開催をされまして、昼間の作業の後に大変

疲れているにもかかわらず、毎晩夜の７時ぐらいだったと思いますが、非常に皆さん、

熱心に議論をされて、情報共有をされておりました。重機を使った泥のかき出し、避難

所の運営支援、医療、法律の相談など、そういった活動領域が非常に幅広くて、専門的

なノウハウを、ＮＰＯさんがたくさんおいでいただきましたので、個人のボランティア

ではできない、きめ細やかな被災地の支援、対応ができたのではないかと感じました。

さらに、また、朝倉市や東峰村、日田市さんも来ておりましたので、市町村のニーズを

いち早くＮＰＯにつなげることができたのではないかと思っております。

 私も災害ボランティアについては特に詳しい知識や見識はないのですが、このように

大きな災害を経験したことがない自治体にとって、被災地の支援活動について、経験豊

富な団体を受け入れるということは、非常に復旧・復興で大きな力を発揮すると感じま
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した。災害時において、皆さんも持ち帰って計画等に反映されるといいと思いますが、

非常に重要かつ必要なシステムではないかなと感じております。

 ただ、県としての反省、今後の課題ですけれども、会議には私も参加しましたし、私

どもの福岡県のボランティアセンターの職員も、毎回というわけにはいかなかったので

すが、参加をさせていただきましたけれども、例えば避難所の物資の話や運営の話、あ

と、道路の被害状況、復旧の話、インターの復旧状況など、そういったものは事業の所

管課でないものですから、余りわからなくて、会議の場ですぐにお答えするということ

はできませんでした。我々は職員や所管課に伝えますとか、聞いてみますとか、そうい

ったことが多くて、メッセンジャーみたいになったところがあったので、もっと事業課

の参加が必要ではないかと感じておりました。

 したがって、今後、県の人員計画等の見直し等を行っているところでありますけれど

も、先ほど明城さんから話がありましたように、県の防災計画において、情報共有会議

の位置づけであるとか、県庁各課の役割分担、そういったものをきちんと整理していく

ことが必要であると感じたところです。

続きまして、６ページをごらんください。

 これは大学生災害ボランティア支援センターであります。開設場所は被災地の隣接市

町村、南側のうきは市というところがあるのですが、ここに開設をいたしましたので、

通称、「うきはベース」と呼んでおりましたが、この運営でございます。休日に比べて

平日はボランティアの活動は少なくなるのですが、平日のボランティアを確保するため、

一般的には学生さんというのは時間的には余裕があるけど、金銭的にはなかなか余裕は

ないと思いますので、こういった学生が無料で宿泊できるようなボランティアの拠点を

開設いたしました。運営主体は私どもと、県と、災害支援活動となっておりますＮＰＯ

法人ＡＮＧＥＬ ＷＩＮＧＳ、昨年の熊本地震でも被災地活動を経験しておりました西

南学院大学と北九州市立大学による実行委員会を急遽組織して運営をいたしました。県

の役割としては、運営費用として約 70 万円を負担して、このセンターの運営に必要な

コピー機やファクスなどの機器の設置、あと、うきは市との行政間の連絡調整や情報発

信、参加学生の受け付け・取りまとめを行いました。

当時、参加学生の取りまとめというのは、センターを運営していく中で、リーダー的

な学生が出てくるのではないかなと思っていましたが、学生自身の運営だとなかなか送

り出す側の親御さんや学生自身の不安などもありますので、そういった面で安心感を担

保するために、参加受付については県が前面的に出たほうがいいだろうということで、

県による対応といたしました。大学は全国の大学への参加への呼びかけやセンターの運

営手順・運営づくりを学生に考えさせることにしていましたが、これらの学生の指導は

大学に行ってもらいました。ＮＰＯについては被災地の災害ボランティアセンターや、

全国被災地支援団体、企業等の連絡調整など、それぞれの強み等を生かした役割を担当

いたしました。

今回の取り組みは何といっても、活動場所の提供をしていただきました、うきは市の

協力が大きかったなと感じています。開設場所というのは取り壊し予定でありました、
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うきは市ムラおこしセンターという、市の建物だったのですが、ここの解体時期をうき

は市が延期してくれまして、これを無償で提供していただきました。このほかに、うき

は市からは光熱水費の負担や支援物資の提供、あとそこで活動するとゴミも出てくるの

で、ゴミの回収、あと近くに市の入浴施設がありましたので、学生にはそこを無料開放

していただけるなど、全面的なバックアップをいただきました。このほかに、趣旨に賛

同する企業、団体、地域住民からもいろんな支援をいただいております。うきは市です

から、被災地から若干距離がありますが、学生を送迎するために、県内の自動車学校が

スクールバスを提供してくれたり、また、通信機器の企業からは連絡用の携帯電話の提

供、うきは市からはスポーツドリンクをはじめさまざまな支援をいただきました。また、

食事の買い出しや洗濯など、学生が近隣を利用するための足として、地元の観光協会さ

んからは何台もの自転車、レンタサイクルを無償提供いただきました。さらに地域の商

店さんから、学生がいろいろしてにぎやかになりましたので、感銘を受けまして、いろ

んな生活物資等も届けていただきました。

次に利用者について、こちらは地元である福岡、九州は当然ですが、全国から多くの

学生にかけつけていただきました。９月 18 日に閉鎖しましたが、延べ 872 名の学生が

利用しました。宿泊、日帰りの内訳ですが、宿泊が 654 名、日帰りが 218 名ということ

で、男女の割合は男性が７割で、女性は３割の利用でございました。基本的に宿泊型の

施設ですが、学生同士の振り返りのミーティングを実施しておりましたので、この日帰

りの学生は地元学生、宿泊を必要としない学生の人数でございます。宿泊者の地域別構

成については、北は北海道から南は鹿児島、さらには海外の大学、イギリスだったと思

いますが、留学されている学生なんかも参加いただきました。国際ボランティア学生協

会のＩＶＵＳＡさんですね、関西支部から 100 名ぐらいの団体で参加がありました影響

で、近畿地域が過半数を占めたところです。次いで九州の 21％、関東の 19％となって

おります。宿泊日数ですが、２泊から３泊が最も多くて、全体の約半数でしたが、５泊

以上も２割程度見られました。一番長く宿泊した学生は 14 泊した学生さんもいらっし

ゃいました。

続きまして、７ページをご覧下さい。

ボランティア活動の内容ですが、発災直後というのは、被災家屋からの家財の運び出

しや泥出しなど、社協が運営する災害ボランティアセンターの運営支援が主でしたが、

８月後半からは、避難所での子供の遊び場づくりや仮設住宅での家電等の設置・補助、

あと９月からは在宅被災者の状況調査など被災者のニーズに応じて変化し、内容も多岐

にわたりました。ページの一番下の写真ですが、夜間ミーティングの風景ですけれども、

宿泊が長期化して、夜は学生同士のミーティングを開催しました。ミーティングの内容

ですが、その日の活動の振り返りや翌日の活動に向けた情報共有を実施しました。あと、

学生自身のボランティア体験を踏まえて、今回地元に帰ったら自分で何ができるかとい

うのを宣言シートに書いていただいて、パネルに張るなど、みんなが分かるように掲示

いたしました。さらに、泥出し後の被災地の再構築。自分のまちが被災したらなどいろ

んなテーマを設けてワークショップなども実施しました。これらのワークショップにつ
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いては明城さんのところのＪＶＯＡＤさんや被災支援のＮＰＯも参加をして、災害支援

やボランティアの状況についても情報提供のご協力をいただいたところです。また、宿

泊を必要としない地元学生も、参加して、宿泊学生との意見交換等を実施しておりまし

た。

活動の振り返りの場を提供して、ほかの学生と意見交換することで、学生同士のネッ

トワークの形成であるとか、学生の防災意識の醸成に寄与したのではないかと考えてい

ます。また、学生の募集というのは当初はホームページによる発信でした。あとは実行

委員会のメンバー、大学とのネットワークを生かしたインターネットでしたが、学生か

らはフェイスブックやツイッターで募集したり、逆に、参加した者同士で独自にグルー

プをつくったりして、現地の情報の共有を始めたりしました。連絡先を交換し合って、

誘い合わせ、１回参加した人たちがそこでまたいろいろつながることで、２回目、３回

目をお互いに誘い合わせて参加するというようなケースもありました。

それぞれの学生がここでやった経験を全国各地に持ち帰ることで、地域防災を支える

人材の育成につなげることになったのではないかなと感じております。行政、企業、大

学がそれぞれの特徴と強みを生かして、相乗効果を生み出した協働の取り組みであり、

学生による被災地支援の有効な手段の一つではないかなと思っております。

ちなみに、県が直接参加する形をとっているのは、９月 18 日で一旦終了しましたが、

場所を変えまして、また、これは大学とＮＰＯが中心になって、県外で週末を中心に活

動が継続されております。

最後になりますけれども、８ページをごらんください。

これはＮＰＯ・ボランティア団体が協働で行う被災地支援活動への助成です。福岡県

では企業からの寄附金の受け皿として、福岡県共助社会づくり基金というのを、かねて

から設置していますが、平成 25 年度からこの基金に寄せられた寄附金を活用し、福岡

地域貢献活動サポート事業というのを実施しておりました。この事業ですが、これはＮ

ＰＯが多様化した地域の課題解決活動を支援するというもので、審査会にて採択された

事業に、上限 50 万円で助成を行っている事業です。こういった既存の事業もあったわ

けですが、昨年のこの九州北部豪雨災害を受けまして、複数の企業から、被災地支援に

役立ててほしいという申し出が寄せられまして、現地のＮＰＯからの、そういう金銭的

な支援はありがたいというような声が上がっておりましたので、急遽、このサポート事

業の中に、九州北部豪雨災害支援枠というのを設けて、ＮＰＯ等の協働による被災地支

援活動への助成を実施いたしました。助成の上限額は通常の額よりも上乗せし、100 万

円としまして、今年度は９つの取り組みに、合計で821万円を助成しているところです。

支援した取り組みにつきましては、９ページ以降に一覧表をつけさせていただいており

ますが、農地の復旧、コミュニティ活動支援、被災母子・女性の支援、在宅被災者の見

守り支援など幅広い内容での申請・助成を決定しております。いただいた寄附金につき

ましては、寄附した企業側から、息の長い被災地支援に努めていただきたい、使ってほ

しいという申し出が出ておりますので、残額が 1,200 万円程度ありますけれども、これ

につきましては来年度以降の活動にも助成していく予定です。
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以上が、私からの説明になります。

ありがとうございます。
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③「平成 29 年７月九州北部豪雨災害」 ～災害ボランティアとの連携について～

福岡県朝倉市総務部ふるさと課長 

森田 和枝 氏 

福岡県朝倉市から来ました、ふるさと課の森田といいます。今日は、よろしくお願い

いたします。

その前に、今回の九州豪雨に関しまして、全国から、行政のいろんな方たちから支援

をいただきました。感謝申し上げます。

今回の報告は、本当は朝倉市の本部長のほうで、対応しなければいけなかったのです

が、その一部をふるさと課というところが担当しておりましたので、そちらのほうから

お話をさせていただきます。私、朝倉市弁が多くなるしゃべり方なので、言葉自体がわ

からないときに、そこにいらっしゃる明城さんのほうが通訳をするとのことで、今日は

私が引き受けて福岡からやってまいりました。

それではまず、朝倉市の概要です。朝倉市は福岡県の中で中央部に位置しております。

筑後川沖の支流の中で恵まれた田園都市でございます。平成 18 年３月 20 日、甘木市、

朝倉町、杷木町と合併をいたしまして、朝倉市の誕生になっております。当時は人口６

万人、現在は５万人程度になっております。高齢化率も 32％と、今ぐんぐん上昇してき

ております。

面積です。半分以上が山林、田んぼ、畑に覆われているところでございます。小学校

単位で地域コミュニティがあり、全部で 17 地区あります。この 17 地区のうち８地区が

今回被害を受けました。

基幹産業としては農業です。米、麦、それから柿、万能ねぎ、ブドウ、梨など農地栽

培されていて、いろんな果物、食べ物が盛んな農業の朝倉市でございます。2015 年の農

業センサスですが、農業就業人口が 3,096 人です。その中で、半分以上は 65 歳以上の

農業経営者で、農業に関しましても高齢化が進んでいるところでございます。

災害の概要でございます。先ほど報告されましたとおりです。雨の量も多く、流木の

発生も 10 トントラックで２万 8,000 台以上、土砂の量も東京ドームで８杯分、人的被

害は死者 33 名で、現在２名の行方不明者の方がいらっしゃいます。この行方不明者の

捜索活動は毎月、消防なり、また、いろんな地域の方たち、行政も携わって月１回行わ

れております。その人数に関しましては５万 5,000 人の方たちからお手伝いをしていた

だいています。

応急仮設住宅です。現在も約 500 世帯、約 1,300 人の方たちが仮設住宅などでの仮住

まいを続けています。

災害当時の写真です。土砂崩れが市内で 450 箇所余り発生しております。災害前の川

と災害後の川の流れがこのように変わりました。

こちらが、今現在はこのようになりました。こちらは公園でしたが、流木で全部ここ

もそのような状態になっております。
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これは先ほど県から説明がありました三連水車です。こちらもこのように、もうがち

ゃがちゃになっておりまして、滝のようになったところです。現在は復旧しております。 
雨でたたきつけられたところは大量の濁流により、町と集落がこういう状態になって

おります。

その中で地域防災計画ですが、平成 23 年に自主防災組織を、市内全体 17 地区に設置

しました。ただ、当時は何をしていいのか、どういうふうに進んでいいのかわからない

状態でございました。平成 24 年に、九州北部災害を受けまして、共助の重要性を再認

識し、地域防災計画の見直しを行うことよりも、命を守るということで、自主防災組織

の強化を以下のように取り組んでおります。災害対策本部体制・機能の見直し、それか

ら地域防災の強化、自主防災組織の強化ですが、これは自主防災マップを行政と地域住

民によるワークショップの方式で作成をしております。それを地図の中に落とし込んで、

土砂災害警戒区域や、浸水想定区域、地域ならではの危険区域、それと、昭和 28 年に

も大水害がありましたので、災害に遭った場所に印をいたしまして、各地域で個性的な

マップをつくっております。これは全戸配布をしておるところでございます。

今回、このマップが役に立ったのかということを、私のほうが、災害、被害が遭った

８地区のコミュニティの中で聞いております。そのコミュニティの中では、議論したと

いうことは無駄ではなかったということを聞いております。それはある地域の防災マッ

プの中では、避難所を個人宅に設定しているところがありました。それとその地域の中

で一番高いところを避難場所に指定していたところがありまして、そこでは本当にたく

さんの方たちが助かったというお話をしていただきました。

それと５番です。災害時要援護者の支援につきましては、平成 25 年から 27 年の３ヵ

年で、介護サービス課と消防防災課と協働で要支援者を見守り、災害時の支援の取り組

み、地域コミュニティとの共助強化を図ったところでございます。

災害ボランティアについてです。ふるさと課では、平成 24 年の九州北部豪雨を受け

て、朝倉市社会福祉協議会と協議を開始しております。平成 26 年に災害時におけるボ

ランティア活動に関する協定を結びまして、翌年、朝倉市災害ボランティアセンター運

営マニュアルを策定しました。今回の災害以前は、いろんな市民の方と一緒に訓練をし

たり、運営協定を結んだり、マニュアルを策定しましたが、被害が大きく、余り役には

立っていない、スムーズにいかなかったというところが現実でございました。

ボランティアセンターの動向です。７月５日に災害が発生しまして、７月９日にボラ

ンティアセンターを開設しております。平成 29 年 11 月現在、土砂など作業ニーズが一

段落したということで、災害ボランティア登録制へ移行をしております。

ボランティアセンターの参加推移です。この表のように、7 月 16 日に災害活動人数

2,266 名となっており、いろんな方たちに活動をしていただきました。現在、このボラ

ンティアの活動数は、朝倉市の人口５万人以上の方たちが朝倉市の中で活動をされてい

た形跡があります。

ここからがふるさと課の出番です。

災害ボランティアの団体との連携です。全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
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を初めとする多くの災害ボランティアと行政と社協が協働で被災者支援に取り組みま

した。

まず、災害ボランティア団体のニーズの流れを報告いたします。地域住民から上がっ

てきましたニーズを、コミュニティ会長、区長、または地域代表者がまとめて災害ボラ

ンティアセンターに依頼をいたします。その依頼をすることによって、地域コミュニテ

ィがチーム方式をとりまして、いろいろな課題を解決してきました。ボランティアの窓

口は個人と団体の２カ所を設置しております。災害が大きかった杷木には、サテライト

を設置いたしまして、杷木地域のニーズを地域代表者の方たちと協議を行うことで、１

日に 100 人から 200 人規模のボランティアを派遣することができております。杷木サテ

ライトではホワイトボードに大きな地図を張りまして、活動した場所を塗り潰すことに

よって、全地域にボランティアの派遣をすることができております。

社協以外のＮＰＯ団体との連携です。災害当日は市の職員も災害対策に追われて、被

災現場や避難所の情報を自ら把握することが困難でした。その中で内閣府、全国社協、

県のＮＰＯセンター、ＪＶＯＡＤから支援の申し出がありました。主な支援内容といた

しましては、避難所運営、生活再建、また、ボランティアセンターの運営ができるとい

う説明でした。ただ、行政としてこの支援というのにお金が幾らかかるのか、この支援

というのがどんなものなのかというのがわからず、そのままＪＶＯＡＤに流されて今ま

でやってきました。

そのＪＶＯＡＤですが、災害当時の住民の方たちのお手伝い、情報共有会議の重要性

について提案できることを説明されたときに、いや、そんなのは無理だろう、そんなこ

とができるわけないと、半信半疑で思っていましたが、協力してくれる職員もいない、

住民も大変な中でお手伝いをしていただけるということで、ちょっとそれに乗っかりま

して、まずやったことは、朝倉市でボランティアの団体を集めるための会議室を設置い

たしまして、いつでも誰でもが会議できる場所を整えました。それから被災者に対する

不安を取り除くために、いろいろな支援者や住民、ボランティアがいる中で、ＮＰＯ支

援チームと記載したカードを作成いたしまして、情報共有の中で配付をしております。

これはそのカードを持っていることで怪しい者ではないという地域の方たちの信頼の

証明と同時に活動車が迅速に動けるように、朝倉市災害ボランティア活動車両にカード

も配っております。この車は、災害ボランティア活動というカードを見せると、被災地

まで入っていけるということであったので、ふるさと課でカードを作成し、すぐ動ける

ようにしました。このような大きな災害におきましては、悪質な業者とか、火事場泥棒

などを排除することにもつながったと私は思っております。情報共有会議は誰でも参加

できます。オープンにしていましたので、ＮＰＯ、ＮＧＯ、全国から約 160 団体の方た

ちが加わりまして、協議を行っていました。

それから、その当時は、土砂災害が起きている、土砂が崩れているという情報がたく

さん入ってきておりました。そして、いろんな支援ができるという情報がふるさと課に

殺到しておりました。この情報を、ボランティア、事前の問い合わせ、受け付けと分け

て作成をして取りまとめました。その取りまとめたものに関しまして、情報共有いたし
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ました。受付後には、まず特殊車両、重機、医療関係、その他と４つの項目に分けて、

いろいろと情報共有会議に提供しております。この情報共有会議の中で、ＮＰＯさんた

ちだけの話ではなく、行政のほうで決まった情報提供もありました。まず一つは公費解

体それから障害物撤去、制度の説明、土砂、流木、災害後の改修までの情報提供を行う

ことによって、ＮＰＯとの連携が図れ、今日まで活動を続けられているところです。特

に作業系におきましては、市の社協、地域ボランティア団体と連携をして、被災者から

挙げられたさまざまなニーズに対して、細やかな活動が可能となりました。この支援者

情報共有会議の中で得た情報を共有したことで、被災者に寄り添って必要な支援環境が

整えられ、さまざまな対応が進められたということは言うまでもございません。本当に

ＪＶＯＡＤを信じてよかったと、ひしひし感じております。 

それから、支援内容の移り変わりです。家屋などの生活復旧においては、市の社協の

ボランティアが中心となっておりました。家屋の土砂出しだったり、助け合いだったり

する中で、やはり災害がひどかったので、対応ができない地域が多くありました。その

ため、地元有志が中心となりまして、復旧活動を行うというグループが立ち上がってき

ました。外部支援団体からの支援は、今の朝倉市の復旧復興において貴重な存在となっ

ております。

作業系では、地元の支援団体、杷木復興支援ベース、黒川復興プロジェクト、心のケ

アの寄り添いでは、被災された女性と子供だけを支援する朝倉市災害母子センター絆が

設置をされております。農業支援に関しましては、市とＪＡ筑前あさくら、支援団体の

協働による全国的に珍しい農業ボランティアセンターを立ち上げております。

災害当時、農地の対応は生活を復旧するのが優先でした。そのような中でも農業復旧

というのは、市のほうでも重要な課題でありました。情報共有会議の中で、農家の高齢

化により個人で復旧が困難な状況から、農業に特化したボランティアセンターの開設が

求められてきましたので、市農業振興課、農林課、それから県を含む行政サイド、外部

支援団体、ＪＡ筑前あさくら等々と議論を重ね、平成 29 年 11 月に設置いたしました。

現在、その農業ボランティアセンターはいろいろな農地に入っていきまして、ニーズを

集め活動しています。現在もＮＰＯのノウハウを活用し、情報共有会議において連携を

しております。

ボランティアに関する課題です。行政に関することです。先ほどボランティア団体の

連携の仕方がよくわからないということが、朝倉市の中でもありました。多くのボラン

ティア団体から支援をいただいていましたが、これをどういうふうに使っていいのか、

コーディネートする知識や技量が行政や社協にはありませんでした。それと先ほど言い

ました財政措置がどこまでできるのか。自治体の財政基盤そのものが不安定な中で、ど

れだけボランティアに予算が必要なのかというのも全くわかりませんでした。ＪＶＯＡ

Ｄの協力によりまして、支援者情報共有会議が実施されたことで、団体間の調整や財源

について協議ができて、解決策がまとまっていきました。

それと市のほうで一番大変だったのは、ボランティアへの高速道路無料券交付受付で

す。こちらは地元の市町村で事前に発行手続をせずに、現地の朝倉市で発行手続を行う
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ことがたくさんありました。１日にこの無料券を発行するのが 600 枚ほどありましたの

で、事務負担が大きく、これは問題かなというところはあります。現在、農業ボランテ

ィアセンターでは、平日、行政があいています８時 15 分から 17 時 15 分まで発行して

おりますので、こういう流れもいいかなとは思っております。災害ボランティア作業の

受付を土日構わず、夜構わず、昼構わず全部受け付けておりましたので、こういうこと

になったのだろうということで、私ども、反省をしております。

それと５番目ですけれども、どこまでボランティアで対応してもらうのか。これは行

政としてやるべきことと、ボランティアにお願いできることの線引きがとても難しいと

感じておるところでございます。

それからボランティアセンターの運営に関すること。ボランティアの受け入れに関す

ること。ボランティア活動に関することは、後で資料をお読みください。

災害ボランティアの活動につきましてはいろいろ問題がありました。ただ、避難所や

現地での物資の搬送、生活全般におけるボランティア活動につきましては、猛暑の季節

などにもかかわらず、全国から行政の方、市の社協、多くの支援をいただいております。

ふるさと課が行っておりました炊き出しボランティアについて、徹底した衛生管理下に

おける調理法、また食事メニューはもちろんのこと、汁物に特化したメニューを推奨し

ておりました。この猛暑の中、食中毒の患者を出すことなく、無事に終えたということ

でございます。これは他県の災害食の専門家により、評価をいただいたところです。ま

たいろんなことを支援していただいたことに関しましては、この場をおかりいたしまし

て、感謝を申し上げます。災害を機に得られた関係は今後も朝倉市の復興に力をかして

いただきたいと期待しております。

今回で、災害の関連ですが、これは朝倉市だけの問題でないと思っております。高齢

化が進み、地域の機能が落ちていっている中、人口減に歯止めはかかりません。即効薬

もありません。また、自治体だけで解決できるものはないと思っております。しかし、

住民がずっと済み続ける地域になったときには、大切なことが実現できるよう、全国の

垣根を超えて、応援体制ができるようなものが必要ではないかと考えております。

災害でたくさんのものをなくしました。しかし、負けるわけにはいきません。目指す

は災害前より明るい朝倉市です。

「元気ばい！朝倉」 ふるさと課からの報告です。

ありがとうございました。
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④熊本地震の検証を踏まえたボランティア団体との連携体制の構築について

熊本県健康福祉部健康福祉政策課審議員兼地域支え合い支援室長 

江藤 雅之 氏 

皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました熊本の江藤と申します。よろしくお願い

申し上げます。

一昨年の地震発災後、全国の都道府県の皆様方には物的、また、人的なご支援を含め

数々のご支援をいただきまして、誠にありがとうございます。

現在もなお、県庁には 90 名程度の職員の派遣をいただいているところです。私がお

ります課には、課内室として、地域支え合い支援室、それからさらにもう一つすまい対

策室というのがございまして、その両室にも、石川県さん、山口県さん、福岡県さん、

長崎県さん、佐賀県さんの５名の県職員の方が現在も活躍をいただいているところでご

ざいます。特に、もう２年目を迎える職員もいまして、今後の春は楽しみにしているの

ではないかなというような人もおります。

それでは、私のほうから説明をさせていただければと思います。

まず、若干、熊本地震を振り返ってみたいと思います。平成 28 年４月 14 日午後９時

半ごろ発災いたしました。それからもう一つ４月 16 日の深夜です。後に前震・本震と

いわれ、どちらも震度７という最大震度を記録したところでございます。県内 45 市町

村のうち 21 市町村で震度６弱以上を観測しています。地震の特徴としまして、わずか

28 時間以内に震度７が２回ということと、それから本震以外にも平成 29 年１月までに

震度５弱以上の揺れが 22 回、それから発災後 15 日間だけでも 3,000 回近くの震度１以

上の地震が起こりました。１年後までには 4,300 回ぐらいの余震があったというふうに

記憶をしております。

こちらは被害の状況でございますが、熊本市、上益城地方、それから阿蘇地方を中心

に、家屋倒壊や土砂災害などの甚大な被害が発生をしております。人的被害について、

平成 29 年 12 月現在の数字でございますが、死者が 252 人、また最近、関連死で３名ほ

ど追加がございましたので、現在 255 名となっている状況でございます。 
それから住家の被害について、全壊・半壊合わせて４万棟を超えております。被害の

７割以上が熊本市や益城町、西原村など、いわゆる熊本市近郊に集中して起きました。

避難所の開設状況については、ピーク時には 855 カ所ということで、県人口の約１割、

18 万人を超える方が避難をされたような状況です。現在でも約１万 8,000 戸、人数にし

て４万 2,000 人程度の方が仮設住宅の入居をされている状況でございます。 
続きまして、ボランティアの位置づけについて、県地域防災計画でのボランティアの

位置づけですが、発災前におきましては青部分で囲っておりますように、県と社協間の

連携ということでございました。ボランティアについては、支援を活用するという位置

づけになっていたところです。いわゆる、社協との連携にとどまっていたというような

状況です。
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次が、発災当初の主な動きということで、実際、４月 14 日の前震を受けまして、県

職員は全員登庁したわけですが、その中で社協との間では、とにかく益城町がひどいと

いうことで、益城町にボランティアセンターをまずはつくるというような対応をしてお

りました。その中で、16 日に本震がきまして、その後は各地域にボランティアセンター

をつくるという動きになっていったところです。一方、災害ボランティア団体の皆さん

方は、４月 15 日、前震の翌日ぐらいから熊本入りをしていただきまして、自主的な活

動が始まったというような状況でございます。

連携についてですが、県の職員の中でもボランティアとの連携というのは頭になくて、

どうしたものかというような状況があったときに、実は４月 19 日に、内閣府さんから

ご紹介がございまして、私の前任が呼ばれ、内閣府の企画官の児玉さんと、それからこ

ちらにおられるＪＶＯＡＤの明城さんがいらっしゃって、ここから連携をしていきまし

ょうよとお話をいただきまして、そこから連携が始まりました。先ほど明城さんのお話

にも少しありましたが、連携会議というのを２つ設けまして、１つは、行政と社協とＪ

ＶＯＡＤさんの間で行われる連携会議、もう一つが、ボランティア団体さんが集まって

いただく火の国会議ということで連携会議が始まったところです。

連携会議では、行政とボランティア団体それぞれが行っている支援策と、それでは解

決できない課題などを共有しまして、ＪＶＯＡＤさんからは東日本で培われた先進事例

の経験などを教えていただいたところでございます。

火の国会議のほうはＪＶＯＡＤ、後にＫＶＯＡＤが熊本で続いて発足されましたが、

そちらが民間団体と情報を共有してやっていかれました。

県は、その連携会議にずっと参加をしておりまして、平成 29 年２月までは毎週、そ

れから平成 29 年９月までは隔週１回ということで開催をしていまして、現在は月に１

回のペースで会議を行っております。今、連携会議のほうは第 74 回目ということで、

先日開催をしたところでございました。

中間支援組織であるＪＶＯＡＤやＫＶＯＡＤは、行政とボランティアをつなぐ窓口と

してご活躍をいただいているような状況でございます。

今までは県レベルの連携の話をしましたが、市町村においても連携をしていくという

ことについては、なかなかこれが最初からできたわけではなく、ここに４つ、黒丸で示

してございますが、こういった流れの中で徐々に各市町村においても連携が深まってい

きました。間にはＪＶＯＡＤさんと県と会議を開きまして、市町村の行政の担当の方を

お呼びし、会議を開いて、そちらで連携について進めていきましょうよというようなお

話も差し上げたような状況もございました。

続きまして、熊本県における検証、発災後おおむね３カ月間の検証を行っております。

こちらはホームページのほうにも掲載をしているところでございますが、別添資料１と

いうことでお配りをしているかと思います。

こちらの検証の中では、左にありますように、７つの検証項目の中で評価できる事項、

課題、それから、改善の方向性という観点で検証を実施しております。その中でボラン

ティアに関するものというのが、２．被災者の生活支援というところに該当をしてきま
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す。別添資料の３ページの下のほうに⑧というところで、災害ボランティアに対する受

援力に対する課題と、ボランティアの受け入れと連携の強化について改善すべきとして

おります。これらの課題や改善の方向性に対して、県ではこれまでのボランティア団体

との連携体制を構築するための見直しとしまして、県地域防災計画の修正、それからボ

ランティア団体と連携に関する協定を締結すること、それと市町村向けにボランティア

の受け入れと連携の強化を図るためのガイドラインの作成をいたしております。

順を追って、ご説明をしていきたいと思います。

まず最初に、県地域防災計画の修正についてご説明をしたいと思います。別添資料の

２を見ていただきたいと思います。

先ほど申しました７分野の検証項目を踏まえまして、早急に見直しが必要な 18 課題

を洗い出し、その 18 課題に対しまして修正を実施しております。ボランティアに関す

る課題については３つございます。添付資料 10 ページ、課題の⑤「被災者に寄り添っ

た避難所運営と環境整備が困難」に対する修正点をご説明したいと思います。こちらは

避難所の管理運営に関するものでございます。これまでの県地域防災計画においても、

避難所の管理運営に当たるものはあるにはあったのですが、単にボランティアを活用す

るというレベルでございました。今回の修正では、ノウハウを要する専門家やＮＰＯ等

と協働するということが明文化をされております。さらに、積極的に避難所運営に経験

のあるボランティア団体の支援を活用することとしております。

次に添付資料 12 ページです。課題の⑦「車中泊等の指定避難所外避難者への対応が

困難」に対する修正点です。熊本地震におきましては、指定避難所以外に避難される方、

つまり、車中泊やその他の施設などへ避難される方もいらっしゃいました。これまでの

県地域防災計画におきましては、指定避難所は記載がありましたが、指定避難所以外に

避難される方々への対応というのが含まれておりませんでした。そのため、今回の計画

ではその部分を新たに追加しております。また、その対応におきましては、市町村が主

となって対応するところではございますが、ＮＰＯやボランティア等とも連携して、対

応していくということもあわせて記載されております。 

次に、添付資料 14 ページ、課題の⑨「災害ボランティアの受入れ体制に対する課題」、

こちらでは３点ございまして、１つ目は、これまでは連携する相手先を県社協というふ

うにしか書いてございませんでしたが、新たにＫＶＯＡＤ及びＪＶＯＡＤを加えたこと、

そして、連携は災害時のみならず、平時から行うということを修正しております。

２つ目は関係機関との協働体制の構築です。計画では市町村レベルでもボランティア

団体と顔の見える関係を築き、連携を持つよう定めているところですが、支援を活用す

るためには現場に近い市町村での連携が必要と考えることから、ガイドラインを県が作

成しまして、市町村レベルでの連携がさらに進むよう支援をすると修正をしております。 
３つ目です。災害ボランティアの養成登録及び体制整備に係ることということで、Ｎ

ＰＯ等のボランティア団体ネットワーク、つまりＪＶＯＡＤ及びＫＶＯＡＤに、ボラン

ティア活動をされる個人、団体等の確保をお願いすることを追加しております。

ボランティアに関する県地域防災計画の修正点は以上ですが、添付資料にはその他項
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目も入っておりますので、皆さんのセクションで参考になればと思っております。

次が、ボランティア団体との連携・協力に関する協定ということでございます。昨年

の３月 30 日に、ＪＶＯＡＤさん、ＫＶＯＡＤさん、県との間で協定を締結させていた

だいたところです。この協定は３者によって締結をしておりますが、ボランティア団体

による活動が円滑に、かつ、効果的に行われることや、被災者の支援、生活再建、被災

地の復旧復興に寄与できるよう、災害時だけではなく、平時から連携や協力をしていこ

うと考えて締結をしたものでございます。第１条が目的、第３条に平時の連携・協力、

第４条に災害時の連携・協力について定めておりまして、発災時の役割については、第

４条２項及び３項にあります通り、ＫＶＯＡＤ及びＪＶＯＡＤはボランティア団体の調

整、行政への経験やノウハウの提供、県としてはボランティア団体が活動しやすくなる

ための環境整備を行うと定めております。恐らく、この協定締結は、全国の都道府県レ

ベルでは初の取り組みではないかと思っております。

それから、市町村とボランティア団体との連携ガイドラインということで、市町村が

連携を進めていかれる上で参考としていただきますように、昨年６月に県で作成し、市

町村に通知を差し上げたところです。

それと、最後になりますが、あわせまして、県としては連携が市町村でもっと進んで

いきますようにということで、資金的な助成制度といいますか、復興基金を活用して、

市町村事業で連携のための助成ということで用意をしているところです。ここに書いて

ありますように、子ども支援、親支援、それから日常生活支援、被災地域の自立的復興

に向けた人材育成など、そういったことを取り組まれるボランティア団体さんに、活動

資金として、１団体当たり 100 万円を上限に１市町村当たり 200 万円までということで

ご用意しているところです。なかなか活用がまだ上がってきていなくて、今年度は４市

町村でやっていただける状況になっております。

復興基金事業では、その他いろんなメニューを用意していますが、なかなか市町村も、

担当の方、セクションがいろんな事業を抱えておられて、復興支援のほうでいっぱいと

いうことで、復興基金事業の活用はいまいちというところが、全庁的にちょっと問題か

なという気持ちでおります。

私のほうからは以上でございました。

ご清聴、ありがとうございました。
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⑤ボランティア活動の促進に関する国の取組

内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当） 

後藤 隆昭 氏 

皆様、こんにちは。内閣府防災担当の後藤と申します。

内閣府防災担当というのは、国の関係省庁の中で災害時の取りまとめ役ということで、

今、福岡県さん、朝倉市さんからお話がありました昨年の九州北部豪雨の際には、福岡

県庁に政府現地対策連絡室をつくりまして、そこに内閣府や関係省庁の人間がつきまし

て、県と調整をしながら災害対応をしてきたというところです。

先ほどから何度も出ています朝倉市での情報共有会議について、朝倉市の朝倉支所で

開催されていたのですが、県庁から大体、車で１時間ぐらいかかります。情報共有会議

というのは、ＮＰＯの皆さんは大体昼間は支援活動をされているので、夕方から夜にか

けて、18 時ぐらいのスタートで、毎晩、朝倉市役所のほうでやっておりまして、私もそ

こに毎日参加をしました。今日、森田課長は非常におとなしいですが、当時は元気いっ

ぱいにテンパっていたという感じでございまして、まさにばたばたの中で災害対応をや

っていたというところでございました。

まず初めに、災害対応というのは、それぞれの自治体の防災担当を中心にやられてい

ますが、当然、大きな災害になれば、全庁的な対応になります。事前に各自治体の地域

防災計画の中で役割分担は決められていると思いますが、実際には、大きな災害のとき

に何が起こるかイメージしにくいというところがあって、実際には思っているとおりに

いかないことが非常に多いです。

例えば朝倉市の例ですが、避難所運営をどこがやっていたかというと、教育委員会が

当時やっていたんですね。なぜかというと、避難所として使われている小中学校とか教

育施設を管理しているのは教育委員会という理由で、なし崩し的に避難所運営をやらさ

れたというのが現状でした。そういった形で、災害時には当初思っていなかったような

ことが多く、恐らく森田課長も１年前にはここで災害の話をすることになるとは夢にも

思っていなかったのではないかと思います。特に、災害時のボランティアとの連携につ

いて、役所の中でどこがやるか、あるいは、どういう仕組みでやるかというのは、非常

に難しいテーマでもあります。先ほどの明城さんの話の中でも、「たまたま」という言

葉が出てきました。東日本大震災のとき、宮城県庁で内閣府の人間が、たまたまＮＧＯ

と顔見知りだったので、そこで協力の仕組みになっていったという話。後潟さんのほう

からも「たまたま」という言葉が先ほど出ました。たまたまその人材がいたので、それ

で仕組みをつくろうという話になったとのことでした。過去の災害で、「たまたま」う

まくいったことを、将来の災害で「当たり前」にできるようにするということは、本日

の研修会の一つの目的だと思います。内閣府では、今、検討会をやっていまして、その

中で行政とＮＰＯ、ボランティアがどのように連携をするかについて、行政職員向けの

テキストをつくっています。これが３月末ぐらいにでき上がる予定ですが、今日はその
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エッセンスを中心に、少しお話をさせていただきたいと思います。

持ち時間が 15 分しかないので、話したいことがたくさんあるのですが、ポイントを

絞ってお話をさせていただきます。

まず、被災者支援は行政の責務であるということは、大前提として、そこはしっかり

持っていただきたいのですが、そうは言っても大規模災害時は行政のやる仕事は飛躍的

に増えます。あるいは、職員も疲弊します。そのため、被災地内外から来るＮＰＯ、ボ

ランティア、さまざまな団体が災害対応をしますので、そこといかにうまく連携関係、

協力関係を築くかが非常に大事です。ただ、明城さんのお話にもありましたが、行政と

ＮＰＯ、ボランティアは行動原理が違います。行政は平等・公平ということを中心に考

えますが、ＮＰＯは必要性ということを考えますので、こうした行動原理が違う人たち

とどのようにつき合うかということ。そのためには、やはり災害の現場でいきなり「初

めまして」では、なかなかうまくいかない。なので、日頃からの関係、平時からの顔の

見える関係が災害時に機能するということになります。

一口にボランティアといっても、一般的なボランティア、例えば学生などが個人で参

加するボランティアというイメージがありますが、他にもいろいろあります。一つは一

般ボランティア、つまり特別な専門性はないが、とにかく被災者のために何かやりたい

という方。それと専門ボランティアの方。いろいろな士業の方が中心の団体であり、専

門性を活かして活動する方。それともう一つがＮＰＯです。災害対応に非常に慣れてい

るＮＰＯがあるということを理解していただきたいと思います。

先ほど、ＪＶＯＡＤの紹介がありましたが、ボランティアとの関係について、災害対

策基本法や防災基本計画の中にも規定されていますが、そのあたりは時間もないので割

愛をさせていただきます。

今申し上げたように、ボランティア、ＮＰＯと一口に言っても、さまざまな形があり

ます。特に一般ボランティアの部分、これを受けるのが災害ボランティアセンターです。

主に社会福祉協議会、社協が設置することが多いと思いますが、阪神・淡路大震災のこ

ろには、日本赤十字がボランティアや民間団体と実施するということになっていました

が、なかなかうまくいかなかった。実際に機能したのは、新潟の中越地震のあった平成

16 年ですが、当時は台風が１年に 10 個上陸をしまして、新潟中心に水害で疲弊してい

たところに、中越地震が起きた非常に大変な年でした。その中で、ボランティアセンタ

ーを社会福祉協議会が設置するという流れができました。これが社協・ボラセンの世界

で、もう一つが、いわゆる、災害ボランティアセンターを通じないＮＰＯの活動です。

これが先ほど明城さんがお話されていたようなことで、そことどのように連携するかと

いうのが、もう一つのテーマです。熊本地震、あるいは九州北部豪雨で少し形になって

きましたが、その鍵を握っているのが、今日覚えていただきたいキーワードの一つ、「中

間支援組織」です。

これは何かというと、ボランティア活動を行うＮＰＯ等の団体、こういう団体を支援

する団体を中間支援組織といっています。その代表がＪＶＯＡＤということになります

が、先ほどのＪＶＯＡＤの説明にありました通り、行政とＮＰＯ、ボランティアの橋渡
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しをして、コーディネーションをするという、この「中間支援組織」「中間支援機能」、

これを行政としてどう連携するかが一つの大きなポイントになっています。

熊本でも朝倉でも行われた連携を一般化するとこういう仕組みになります。「三者連

携」と書いていますが、それが今日覚えていただきたいもう一つのキーワードです。「三

者連携」の一つめは皆さん、行政です。もう一つめがボランティアセンターを中心とし

た一般ボランティアなど、それともう一つめがＮＰＯ・ボランティア、いわゆる専門ボ

ランティアや、これらの支援をするＪＶＯＡＤといった方たちです。あるいは、その地

域の組織としては、先ほどのお話ですと、熊本地震のときにはＫＶＯＡＤ、ＮＰＯくま

もとにやっていただきましたし、朝倉のときにも、やはり福岡のＮＰＯ団体のＡＮＧＥ

Ｌ ＷＩＮＧＳというところが動きました。そういう形で、この３つが「三者連携」と

いう形で協働して対処していくということが、だんだんスタンダードになってきていま

す。

もう一つ、ＮＰＯとの連携というのも非常に大事ですが、まず行政間の連携というこ

とも大事かと思います。というのは、ＮＰＯ、ボランティアというのはあくまで自発的

に活動するところです。よく被災地で行政が勘違いすることとして、ボランティアを行

政の仕事のために、手足のように使うというような認識をされることがありますが、そ

うではありません。あくまで行政とＮＰＯというのは対等なパートナーシップです。当

然、ＮＰＯができることと、できないことがあります。冒頭申し上げたように、本来、

災害対応というのは行政の役割でもありますので、まずは行政が対応し、足りないとこ

ろは、横の連携で他の自治体の応援を求めるということが必要になります。そうした上

で、さらにＮＰＯ、ボランティアと連携するということが非常に大事になっています。 
最後にお話したいのが、ＮＰＯ、ボランティアは、災害時には非常に頼りになる存在

ではありますが、ボランタリーな団体なので、特に財政基盤が弱く、支援には限度があ

ります。ぜひ、行政でサポートできるところはサポートをお願いしたいと思います。例

えば、ボランティアセンターを設置する場所の提供であるとか、あるいは、賃料、光熱

費の支援であるとか、あるいは資機材の提供、あとはボランティア団体のいろんなバス

の移動手段の確保、あるいは駐車場の確保ですね。ボランティアに車で来られる方が多

いので、駐車場の確保が非常に大きな問題になります。あるいは、高速料金減免ですと

か、ボランティアセンターへの支援。もう一つはそのＮＰＯに対するサポートです。先

ほど朝倉市でも、ＪＶＯＡＤに会議室を事務所として提供したとありましたが、そうい

う支援であるとか、あるいは、行政による信用の付与と書いてありますが、例えば市の

腕章をお貸しして、被災者に、この団体は市と連携してやっているということを発信し

ていただくこと。あるいは避難所の位置図や地図などの情報提供など、さまざまな形で

行政としてサポートできることがありますので、お互い足りないところを補っていきな

がら、被災者支援をしていくということが肝要かと思います。

最後に、もし大規模災害が起こった際には、我々も現地に入りますし、あるいは、Ｊ

ＶＯＡＤさんも一緒に現地に行くということになるかと思います。ですので、たまたま

うまくいくということではなくて、私どもが現地に入った際には、「既に情報共有の仕
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組みはできています」と自治体から言っていただけると、今日お話したかいがあると感

じます。ぜひ、それぞれの自治体で仕組みづくりに取り組んでいただきたいと思います。 
ご清聴、ありがとうございました。
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⑥質疑応答

○明城氏 その中で、これは先ほどのスライドで飛ばしてしまったのですが、７月９日

に、朝倉市のほうに県と一緒に入ったのですが、そのとき、いきなりＪＶＯＡＤが訪ね

ていったときどういうふうに思われましたか。

○森田氏 そうですね。先ほどたまたまという話がありまして、私ども、県の来られた

方の部署より指示がありまして、ボランティアの関係で来ているので、対応していただ

けないだろうかという話がありました。そのときに、明城さんが来られて、このＪＶＯ

ＡＤというパンフレットを持ってきたんですね。見たこともない、片仮名なのか漢字な

のか、何だこれはという話を聞いて、一応これを持って、部長に話そうかと思ったので

すが、もう話す暇もなく、部長もつかまらない。災害本部がそのときはまだきちんと整

理できていなかったので、報道関係は来るわ、住民は来るわ、電話は来るわ、めちゃめ

ちゃな中で話を進めて、いろんなことができなかったので、私が決断しました。

○明城氏 ありがとうございます。あとはそれ以降だんだんと活動を一緒にやっていく

上で、特に苦労したところみたいなのはありましたか。

○森田氏 そうですね。担当のふるさと課が全面的に行政の中で情報共有会議の中で話

した背景がありました。消防担当者がいたり、福祉担当者がいたり、いろんな関係の方々

がここに参加されてよかったと思っています。そういう方を災害があったときに、一つ

の担当課じゃなくて、皆さんがいろんな話をして、中に入っていくことによって、情報

共有会議というものはすばらしいものになるというところは、ひしひしと感じていると

ころです。

○明城氏 一方で、ふるさと課が毎日情報共有会議に出る負担みたいなところっていう

のは、どういうふうに感じていましたか。

○森田氏 とても大変でした。日中はほとんど現場に出て、毎日会議ばかりやっていま

したが、それが今ではとても役に立ったというのを実感しております。

○明城氏 出るのをやめようとか思いませんでしたか。

○森田氏 思いました。私の職員にも家族がいます。子供たちが小さい子もいますし、

いろいろ家庭の事情もありますので、余り負担はかけたくないなと思って、ほとんど私

のほうが出ております。しかし、みんなで情報共有しながら勉強をするということは、

今後新しい何かしようと思ったときに、頭の回転が速くなるので、関わらせるべきだっ

たと思うところです。
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○明城氏 ありがとうございます。後潟さんの最初の話の中でも、県庁内の事業課との

連携みたいなところが一つ課題だというお話があったかと思いますが、今回、九州北部

豪雨で、県としてどういう部署とボランティア団体とがやりとりをしたかというのを、

少し教えていただいていいでしょうか。

○後潟氏 一応、私の話のときにも触れさせていただいていますけど、ＮＰＯ法人、非

営利活動法人の認証などそういった業務がメインです。あと、災害ボランティアの知識

がないものですから、会議に出ても全然県としての立場で答えることができなくて、ち

ょっといたたまれないような状況があって、もちろんこちらで承ったことは、段ボール

ベッドが足りないということであれば、福祉総務課というところですけれども、そちら

にこういう話が出ているよとか、いろんな連絡をとったりはするのですが、この会議の

位置づけというのは計画の中に位置づけられていないので、忙しいながらも、わかりま

したと何とか対応したのですが、なかなか人によってはちょっと面倒くさがられるとい

うか、対応してくれないようなところもあって、しっかり県の防災計画の中に位置づけ

る必要があるなと感じました。

○明城氏 ありがとうございます。

熊本県の江藤室長に、少しこの辺でお伺いしたいのですが、今も情報共有を振り返る

と、県と、県社協と情報共有会議というのをされていますけれども、その辺、復興期に

おいてもこの情報共有会議をやっている意味合いみたいなところというのを、どうお感

じになられているかというのをお聞きしたいのですが。

○江藤氏 現在、連携会議を月１回開催していると申し上げましたけれども、メンバー

は、県と県社協と、それから熊本市、熊本市社協、それに益城町、そして支援事務所で

す。支援事務所について説明いたしますが、市町村が市町村社協に委託しまして地域支

え合いセンターを各市町村に設けていただいています。現在 18 市町村で地域支え合い

センターを設置していただいているのですが、そこの支援をするために、県が県社協に

委託して支援事務所を設置しています。その支援事務所も加わって、連携会議をしてお

ります。

 連携会議の中でよく話が出てくるのは、各地域支え合いセンターの中で出てきた困り

ごとですね。それが連携会議の中に逐次報告がありまして、最初のころは、非常に県に

対しての要求が多くて、なかなかその内容を解決するのが大変だったなという印象があ

りました。それで、連携会議と並行しまして、他に健康福祉部内で部会を設けていまし

て、現在、毎週木曜日に、住まい部会、生活再建困難者支援部会、健康推進部会という

ことで、３つの部会を、毎週木曜日に９時半から 10 時、10 時から 10 時半、10 時半か

ら 11 時という中で、五月雨式に各課との連絡会議みたいなものをやっています。 
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 そこで連携会議でいただいた宿題等は、その部会中に持ち込みまして、各課にも、荷

を背負っていただいているというような状況です。

○明城氏 ありがとうございます。

今、こちらのスライドに、時系列の動きで書いてあるやつですが、青字のところが市

のいろいろな課と連携をしたというところで、緑のところは福岡県のいろいろな課とや

りとりをしたものをあらわしていますが、例えば、ふるさと課さんを中心に、介護サー

ビス課と、こちらが地域包括を持っていた関係でしたかね、それで在宅で被災した方の

調査を連携でやったときに、こういった人と情報共有しながら、対応を考えていったり、

あとは防災交通課さんと仮設住宅の家電支援をするときに、担当が防災交通課だという

ことで、そういった仮設住宅への物資の調整も一緒に行ったり、あとは流木とか、災害

ごみ。これはちょっと僕も初めて知りましたが、土砂、流木は建築系の都市計画課がさ

れていて、災害ごみは環境課のほうで担当ということで、住民からすると同じように要

らないものを外に出すというようなところですが、それぞれふるさと課からつないでも

らうことで、かなり横串を役所の中で刺してもらう、担当課を横でつないでもらう、会

議ではなかなか来てもらえなかったけれども、いろいろ横のつながりをつくって紹介し

て、引き合わせてくれたりというようなことがあったかと思いますが、なかなか、他の

ボランティアが関われない部署というのは理解しにくいものですか。

○森田氏 そうですね。本当は担当職員に来てもらって、会議等に入っていただければ

よかったのですが、職員もそんなにいませんし、事業系も外に出ているし、あと、誰が

残っているのかという話になっていて、とりあえず私のほうが聞いて、その問題点に関

してまたつなぐ。１つ上がってきた問題はつなぐ、つなぐ、つなぐということでずっと

走り回っていたところです。結局、その話を繋ぐことによって、いろいろなＮＰＯさん

たち、ＮＧＯが来たり、ＪＶＯＡＤが来たりという話が市役所内に出始めたので、これ

はよかったかなと思っています。

○明城氏 ありがとうございます。

次の質問にいきたいのですが、関連して、先ほど、ここの参加者の皆さんも福祉系の

部署、市民共助とか、ＮＰＯの部署と、危機管理とか防災の部署というような方が結構

来られていているという話だったかと思いますが、この災害を受けて、その辺の役割分

担といいますか、例えばＮＰＯの窓口はどこに置いたほうがいいのかとか、そういう議

論というのは、県のほうで、今どういうふうになっているのかというのを、江藤室長の

ほうから少し教えてください。

○江藤氏 うちでいいますと、ＮＰＯの登録とかそういったセクションというのは、男

女参画・協働推進課になります。災害ボランティアに関しては健康福祉部の健康福祉政

策課で従前からやっていまして、もう一つは、従来からずっと各県悩まれているのでは
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ないかというのが、災害救助法です。熊本県では、これも健康福祉政策課で担っていま

す。この課内室である私の室で受けているのが、先ほど言いましたように、地域支え合

いセンターとボランティア連携、それに震災業務が追加になりまして、もともと福祉の

まちづくり室と言っていましたが、名称が地域支え合い支援室に変更になりまして、い

わゆる、地域福祉の部分が他課のほうにシフトしていきました。

 うちの室内のもう一つの班のほうで、災害救助法ですとか、被災者生活再建支援金の

関係、それと、あと義援金の関係そういうところをやっているような状況です。

 特に物資等に関しても、うちのセクションで持っているのですが、提供企業とかの関

係は、当然、商工観光労働部、それから農林水産部というところで絡みがありますので、

一応、本部的には健康福祉政策課内に物資調達輸送班というものをつくりまして、そこ

に農林だったり、商工だったりから人が来て、チーム編成を発災時にするという状況で

す。まだ最終的なマニュアルはできていないのですが、そういう方向性で今検討してい

るところです。

○明城氏 ありがとうございます。

福岡県のほうでは、九州北部豪雨を受けて、どのような議論が今なされているとか、ご

ざいますか。

○後潟氏 結論からいうと、今、振り返りとか見直しをやっているところで、その内容

をもとにやっているというところです。まだ、きちんとした決着というか、そういうと

ころまではやっていないという状況です。

○明城氏 ありがとうございます。これから議論されて、いろいろまた変わっていくよ

うな感じですかね。

ありがとうございます。

 次に少し変わった質問にいきたいのですが、治安に関しての問題で、結構、災害が起

きたときに、治安に関する不安というのを住民さんが持つということで、そういったと

ころにボランティアさんを活用できませんかというような質問がありました。

 ボランティアさんをそういう治安のところで利用できるかという前に、ボランティア

さんが来ることで治安といいますか、住民がざわつくというようなことをプレゼンの中

でも少しありましたけれども、具体的にどういった問い合わせみたいなものが、不安の

声できていたか、森田課長、わかりますか。

○森田氏 これまであったのが、朝倉市の住民じゃなくて、熊本だったと思います。自

分の家にボランティアを入れるなというテープをしていたのに、ボランティアが入った

というのが夜中の２時に電話があったんですよね。市役所に行って、うちのほうはボラ

ンティアを入れなくていいよって言ったのに入ってきた。次の日、自分が行くと、家の
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ものが何もなかった。これはどういうことだということで、市役所に問いかけたが、そ

れは市役所がしたわけではないからという話が１件上がっております。

 このことから、市としては、災害ボランティア情報共有会議を通した方たちには、ち

ゃんとネームプレート等がありましたのではっきりわかります。ネームプレートがつい

ていない方たち、その方たちもたくさんボランティアで入ったと思いますが、それは私

たちのほうではわかりません。ただ、そのわからない中で電話があったのは、ボランテ

ィアセンターのほうのボランティアさんは、家の土砂かきだけというようなところが基

本ですが、結局、家の周りから、木の剪定から全部してくれる。これが本当に市のボラ

ンティアなのかという問い合わせがありました。それについては各自、そこに入られた

方たちが、自分たちで判断してくださいというようなお答えはしております。

○明城氏 実際に、我々、朝倉市から市のロゴ入りのＮＰＯ被災者支援チームと書いた

ものを出してもらって、これを情報共有会議に来た人に必要だったら出しますよと言っ

て、欲しいという人に出したわけですが、これを出した変化ってありましたか。

○森田氏 市のマークが入っている、それが一番、住民から見た安心できるネームプレ

ートだったと思います。ＮＰＯさんという、意味もわからない、住民もわからない方た

ちだから、私たちも、誰、これ？というところがありました。そのネームプレートは朝

倉市が安心して出す。安心してボランティアさんと話ができる。支援ＮＰＯさんについ

ても各部署のほうにも話しておりますし、全庁の中でも、怪しい者じゃないということ

を話しておりました。

○明城氏 コミュニティの会議でも。

○森田氏 はい。コミュニティのほうも、こういうふうに入りますからということで、

先ほどの 17 地区のコミュニティ会長に対しても市のマークを見て、ああ、これはふる

さと課が言っていたＮＰＯだな、大丈夫だなということは話しております。

○明城氏 ありがとうございます。

あと、治安面でボランティアがというところの質問の部分ですが、なかなか具体的な

パトロールをするとかいうところは、正直、なかなか難しい面もあるのかなというとこ

ろがありますが、一方で、例えば、企業さんとかでそういうセキュリティ会社が何か支

援をしてあげるというようなことというのは結構あったりしますので、そういったとこ

ろとうまく何とかマッチングできればいいのかなというのは、質問をもらって思ったと

ころでした。

 続きまして、質問ですが、お金関係の話を聞きたいと思いますが、助成金という話で、

熊本県のほうからは復興基金を使った仕組みがありました。福岡県のほうからは寄附金

をベースにしたものがあったということですが、この辺をつくられた背景みたいなとこ
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ろというのを少し、どうしてこういうものをつくるのか、仕組みをつくろうと思ったの

か、少しお伺いしたいなと思いますが、江藤室長、お願いします。

○江藤氏 一つには、ボランティア団体さん、ＮＰＯさんの活動資金という側面はもち

ろんですが、これを制度化することによって、市町村が連携したいという思いを起こさ

せるというか、起爆剤的に、市町村にそういう考えを持っていただく機会にしてほしい

という一面があったのかなという気がします。

実際になかなかＮＰＯさんとか、意外といろんな資金源がおありで、実際にそんなにお

金は要らないよというところも多いのではないかという気もしていますので、一つには

市町村がその気になってくれればなというところがあるかと思います。

○明城氏 ありがとうございます。

実はＮＰＯの立場から言うと、地震の災害の場合は多少助成金が、民間の赤い羽根共同

募金であるボラサポという仕組みで、助成金があったり、あとは日本財団さんが初期の

ころ、緊急時の業務活動に利用するというのがあったりということで、地震の場合はそ

ういう幾つか使えるお金があるのですが、言われているのは中長期的にそういう市民活

動、ＮＰＯ、特に地元のＮＰＯが中長期的に復興を支えるといった段階で、なかなか資

金がないと言われています。実際に、赤い羽根のボラサポ九州という仕組みも、実は今

回、募集がかかっていて、これで最後になります。この後、仮設住宅があって、支援の

ほうが続いていくような状況なのですが、なかなか中長期サポートするのは難しいとい

うようなことで、結構、復興基金が出るという段階から、先ほどの県と県社協の業務の

連携会議の中でも、何とかこれを一部ＮＰＯに回してくれというような話でつくってい

ただいたのですが、逆に今、１市町村２団体、２件までというようなこととか、県のほ

うで既存の仕組みで予算がついているものには対象にならないというようなことにな

って、限定されたときもあったのですが、そういった部分でなかなか、活用については、

我々ももう少しいろんなところに告知をして、これ、使えるよというようなことを言っ

ていかないといけないなと思っているのですが、ちょっと、そこは苦労している部分か

なと思います。

 一方で、ボラサポ、今回最後ということで、かなりいろんな団体が応募しているんで

すね。かなり倍率が高くて、支援団体に十分にお金が回らないのではないかと言われて

いるので、一つはその辺が課題かなとも思います。

 あと、福岡県さんのほうでされている基金の助成金の部分なのですが、寄附金以外に

行政負担による助成制度は設けなかったのでしょうか。設けなかった場合、理由は何で

しょうかというようなご質問があるので、よろしいでしょうか。

○後潟氏 まず一つは、寄附金の規模というのは結構大きくて、今回災害があったとき

に、1,000 万円以上の寄附があったのですが、通常の状態でもいろんな複数の団体から

寄附をいただいて、1,000 万円近い金額を寄付いただいているということで、金額的に
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は企業からの寄附で、そういった支援ができるという考えのもとにつくっていませんで

した。今回の件に関しては、農業案内に関しては農政部のほうでまたいろんな活動に対

する支援、助成金というのはつくっていきたいと思います。

○明城氏 ありがとうございます。

実はこの助成金は本当に貴重なお金でして、欲を言えばもっと、というのがあったので

すが、やっぱり水害の場合は民間の助成金というのはほとんど出ないということで、い

ろんな支援団体が独自に寄附を集めたり、持ち出して活動したりというようなことが、

かなり負担が大きくなる災害なのかなとも思います。

 これに関連して、森田課長に質問ですが、プレゼンテーションの中に資金的な、ＮＰ

Ｏの資金的な問題は解決したというようなスライドがあったかと思いますが、どう解決

したのかを教えてほしいというような質問が来たので、関連で、団体側の調整、財源に

ついて協議ができたというような例ですか。

○森田氏 一つは、先ほど県のほうが言いました農業ボランティアを立ち上げることに

関しまして、一つの条件が出された補助金をいただきました。

財政面のお金の話ができたというのは、ほとんどＮＰＯさんたちと支援団体の方たちと

話をして、支援団体の人たちが全て応援をしていただいたというところがあります。市

で財源をつくったものはございません。

○明城氏 ありがとうございます。

基本的にこういう助成金とか、県や行政が尽力した、もしくは民間で助成金などを活用

しながらＮＰＯは活動するのですが、さっき、例えば怖いものはないと言いましたけれ

ども、行政にこれをやったから幾ら出してくださいみたいな請求をすることは基本ない

です。逆に言えば、そういうような団体がいたら、ちょっと気をつけないといけないと

思います。基本は、我々は助成金、寄附金とか、そういったものを集めて支援活動をす

るということで、住民からお金を取ったりとか、行政に請求したりというのは基本ない

です。ただ、地域支え合いセンター、熊本でやっている事業とかで、一部、県社協、社

会福祉協議会からの再委託を受けて活動したりということで、業務委託を受けて、事業

として一緒にやるというようなことはたまにありますが、特に急性期の支援活動におい

て何か請求するということはないので、その辺はご安心いただければなと思います。

 続きまして、ちょっと話題が変わります。

内閣府の後藤さんへの質問ですが、東京や神奈川の首都直下のような地震があった場合、

中間支援による支援はあると考えてよいかというようなご質問が来ていますが、いかが

でしょうか。

○後藤氏 まず、首都直下地震を例にとってみますと、国が首都直下地震の具体計画を

持っていますので、それに基づいて、支援が全国から来るということになります。中間
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支援組織とかボランティア、ＮＰＯとどう連携するかというのは、例えば東京都さんな

どもいろいろと考えられていますが、基本的にはそれぞれの地域の取り組みということ

になりますので、我々は現地対策本部を通じて、例えば熊本地震と同じような形で、情

報共有会議をつくるなり、やっていきます。具体的にどこでどういうふうにやるかとい

うのは、被災の仕方によるケース・バイ・ケースで、国としてこういう形でやりますと

いうことを決めたものはありませんが、それぞれの地域、地域での取り組みをサポート

していくことになります。

○明城氏 ありがとうございます。

我々のほうも、地域、地域で、先ほど言った三者連携、行政、社会福祉協議会、ＮＰＯ、

そういったところの連携の形というのを都道府県域でまず初めとしてやっていこう、そ

れは一つの例がＫＶＯＡＤというような形ですが、そういう都道府県域のネットワーク

づくり、三者連携を中心としたネットワークづくりをふだんからやっていく必要がある

なと考えています。

ただ、その形、誰が中心となるのかとか、事務局は誰がやるのかとか、行政、社協、

ＮＰＯの役割分担はどうするのかとか、その辺のやり方というのは、恐らくその地域の

お互いの関係性にもよるかと思いますので、どういう形が一番いいかというのは、一概

にこういう形でやってくださいよというのは、なかなか言いづらいなと、今までの経験

知で思っているところです。ですので、その地域にあった形を一緒に見つけていくよう

な、そういうようなプロセスが必要じゃないかなと思っていますが、質問の中でもこの

ネットワークに関する質問というのが幾つか来ています。例えば、ＫＶＯＡＤができて

１年ぐらいたちますが、熊本県から見て、このＫＶＯＡＤとのやりとりでよかった点と

か、苦労している点とか、そういったところがあったら教えていただきたいという質問

が来ております。

○江藤氏 まずよかった点と言いますと、現在も大津町には災害ボランティアセンター

がまだ残っていますが、そのほかの地域は、もう、全部閉鎖をされています。県ボラン

ティアセンターが、ボランティアシーズ、ニーズの集約やその調整というのを担ってい

ますが、なかなか、そういった県内の調整ができずにいたところを、ＫＶＯＡＤにもそ

の役目を担っていただいています。地元紙である熊日新聞さんとタイアップしまして、

そのニーズ、シーズを調整した点が一番ありがたいなというところです。

 それと、やっぱり財政的な運営ですが、先ほど復興基金で市町村の連携のための助成

金という話をしましたが、ＫＶＯＡＤさんにも実は、現在、補助金の話をしております。

ただ、いろいろお忙しい中でやられているものですから、なかなか交付申請事務ですと

か、実績報告ですとか、そういうのは苦手なようです。来年度、どうしますって言った

ら、もういいですという話をいただいて、なかなか、フレキシブルに動いてはいただい

ているのですが、そういった手続的な面で若干不安かなというところはちょっとありま

す。
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○明城氏 その辺の事務局体制とか、手続の書類面でうまくできるかとか、そういった

ところのあれですよね。わかりました。その辺、こちらもできる限り、フォローできれ

ばと思います。

 あと、ネットワークのところで、平時の訓練とか、そういったところの質問が幾つか

来ていますが、熊本県で、今度、ＫＶＯＡＤのほうで支援団体の育成といいますか、そ

ういったことも協定の中に入って、災害時の取り組みとして一緒にやっていこうという

ようなところも入っているかと思いますが、どういったことを今予定されているのか、

教えていただけないでしょうか。 

○江藤氏 特にこれをこうしようというところは、今のところありませんが、先ほども

言いましたように、ニーズ、シーズの調整ですとか、その中で多分いろんな専門ボラン

ティア団体でないとできないようなお手伝いをする際に、一番身近な話で言いますと、

ブルーシートの張りかえというのは、今でもまだニーズがあったりしますが、その辺は

専門的な技術が要るということで、そういった講習会なりをしていただいたとかいうよ

うなことがございました。今後、具体的にどういう研修とか、訓練とか、今のところは

特には取り組んでいるものはありません。

○明城氏 ありがとうございます。

協定の資料が、きょう別添資料３のほうでつけられていますが、実はこれをつくるとき

に、私もまだ熊本に、いろいろ文言についてＫＶＯＡＤと県とやりとりをさせていただ

いたのですが、熊本地震のときの教訓を踏まえて、幾つか、ちょっと画期的というか、

工夫をした部分があるなと思っているところがあります。

それは平時のところの取り組みというのももちろんそうですが、災害時のところで、

第４条の（１）速やか、かつ能動的な被災者全体の状況の把握ということで、例えば先

ほど江藤室長からのプレゼンテーションの中でもありましたけれども、わからなかった

ら調べに行って状況を把握する。市町村から上がってくるのを待つだけでなく、わから

なかったら能動的に被災者全体の状況把握に努めるというようなこと。これはやっぱり

熊本地震で車中泊の状況というのがなかなかつかめなかったということが、それはＮＰ

Ｏもなかなかうまく連携できて、一緒になって状況把握に努めるということが難しかっ

たというのがあるので、そういったことを、能動的な状況把握という言葉でしていただ

いています。

あと（２）のところに、自らの活動状況及び予定に関する情報の提供というようなこと

も入れています。単に、お互いに情報共有しましょうというと、行政のほうからはこう

いうふうになりましたという結果だけ来てしまって、もう少し早く言ってくれれば、過

去の災害はこうだったというのが言えたのにというのが、やっぱり今回、幾つかの災害

の中でも出てきていますので、そういった中で可能な限り、こういう予定に関する情報、

またはこういう計画だよと。そこはもう信頼関係がないとできない部分もあるかと思い
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ますが、そういうような文言も入れているということで、いい協定じゃないかなと我々

も思っていたりしているところです。

あと、後藤さんのほうに、もう一つだけ質問をさせてください。

地域防災計画等に位置づけられてから、例えば、ボランティアセンターというようなと

ころも、行政の一つの基幹的な意識で使われるケースもあるのではないかということで、

基本は対等なパートナーシップということだと思いますが、そういうような意識を首長

に持って、首長がそういう対等なパートナーシップというような意識を持ってもらうた

めに、研修とか、そういったものがないかというようなご質問が来ていますが、後藤さ

ん、お願いできますでしょうか。

○後藤氏 毎年、首長研修というのを内閣府でやっていまして、その中で、例えば避難

指示の出し方とか、災害対策本部の立て方とか、そういう研修をやっています。そうい

うプログラムの中でボランティア連携の話もできるのではないかと思います。

 もう一つは、神戸の「人と防災未来センター」でも首長研修というのをやっています

ので、そういう中で、現状はあまりそういう話に首長が接する機会はないと思いますの

で、意識として残るようにプログラムを考えていく必要があるのではないかと思ってお

ります。

○明城氏 ありがとうございます。

それ以外にも、実は外国人の支援についてのご質問であるとか、もっとボランティア

活動にふだんから促進するにはどうしたらいいかとか、いろんな話題にしたかった質問

があったのですが、すみません、私のほうの司会の不手際で時間が来てしまったので、

ここで閉めさせていただきたいと思います。

 一言だけ。最後にお伝えしたいのは、きょうも話題になりましたけれども、こういう

ＮＰＯ、ボランティアの担当に皆さんがなられたときは、やはり、いろんな被災者支援

というと、多岐にわたっていて、いろんな部署との関係、連携というものが必要になっ

てきますので、ＮＰＯ側からすると、そういう役割を、庁内の横串を刺すような役割を

期待してしまっているところがありますので、ぜひ、そういうようなところも含めて、

今後、勉強会のようなものがつくれたらなと思っております。

きょうは、こういった時間をいただきまして、ありがとうございました。

このセッションは以上で終わります。
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○資料２ ・平成 29 年７月九州北部豪雨災害のボランティアに係る福岡県の取組

○資料３ ・「平成 29 年７月九州北部豪雨災害」 ～災害ボランティアとの連携について～

○資料４ ・熊本地震の検証を踏まえたボランティア団体との連携体制の構築について

○資料５ ・ボランティア活動の促進に関する国の取組
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（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 事務局長 明城 徹也氏）
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○資料３ ・「平成 29 年７月九州北部豪雨災害」 ～災害ボランティアとの連携について～
（福岡県朝倉市総務部ふるさと課長 森田 和枝氏）

○資料４ ・熊本地震の検証を踏まえたボランティア団体との連携体制の構築について
（熊本県健康福祉部健康福祉政策課審議員兼地域支え合い支援室長 江藤 雅之氏）
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（内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当） 後藤 隆昭氏）

46



平成２９年度災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

次 第 

日 時：平 成 3 0 年 ２ 月 ７ 日 （ 水 ） 

時 間：1 3 時 3 0 分 ～ 1 7 時 0 0 分 

場 所：ホテルルポール麹町 ３F マーブル 

１ 開会

○主催者挨拶（消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室長）

２ 講演

①全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局長 明城 徹也氏

○NPO・ボランティアによる被災者支援と連携・協働の取り組み

②福岡県人づくり・県民生活部社会活動推進課企画監 後潟 和也氏

○平成 29 年７月九州北部豪雨災害のボランティアに係る福岡県の取組

― 休憩 － 

（10 分） 

③福岡県朝倉市総務部ふるさと課長 森田 和枝氏

○「平成 29 年７月九州北部豪雨災害」 ～災害ボランティアとの連携について～ 

④熊本県健康福祉部健康福祉政策課審議員兼地域支え合い支援室長 江藤 雅之氏

○熊本地震の検証を踏まえたボランティア団体との連携体制の構築について

⑤内閣府政策統括官（防災担当）付企画官（普及啓発・連携担当） 後藤 隆昭氏

○ボランティア活動の促進に関する国の取組

― 休憩 ― 

（15 分） 

３ 質疑応答

４ 閉会
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――――――――――――――――――――――――――――――――――

平成２９年度災害ボランティア等の活動環境整備に関する研修会 

開催録 

平成３０年３月 

消防庁 

国民保護・防災部 地域防災室 

――――――――――――――――――――――――――――――――――
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